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序序章章  調調査査のの枠枠組組みみ  

「メキシコ国中小企業人材養成計画調査」は、メキシコにおける中小企業コンサルタント

の国家資格制度の確立を上位目標に、現実的なステップとしてまず経済省による中小企業コ

ンサルタント登録・養成制度を創設し、国家資格制度へ発展させるための提言を行うもので

ある。 

 

1. 調査の背景 

本調査は、国際協力機構
1
（JICA）が 2001 年から 2003 年まで実施した「中小企業コンサ

ルタント養成・認定制度調査」以降のメキシコ国内における制度構築の進展状況を踏まえて、

さらなる支援の必要性に応えるために実施された。 

 

経済自由化を進める一方で、メキシコ政府は中小企業金融、企業家育成、技術支援等の中

小企業振興策を講じてきた。国内産業が輸入品との激しい競争にさらされる中で雇用維持・

創出および持続的経済発展を実現するために、中小企業の強化・育成が重要であるとの認識

にもとづいている。そこで JICA は、中小企業振興分野における協力として上記「養成・認

定制度調査」を実施し、中小企業の経営力向上に資する診断・助言能力を持つコンサルタン

トを養成し資格を与える制度を提言したのである。 

 

「養成・認定制度調査」が終了したのち、メキシコ経済省は中小企業経営者・支援者等の

能力向上を目的とした「中小企業大学校」制度の導入を検討したこともあった。2004 年に

要請を受けて予備調査を行った JICA は、「中小企業大学校」という新たなスキームを導入

するのではなく既存の人材養成スキームを活用すべきであるとして、先の「養成・認定制度

調査」で提言された制度構築に引き続き協力していくことを改めてメキシコ側と合意した。 

 

メキシコ側では、制度構築の一歩として全国職務能力基準化・認証審議会
2
（CONOCER）

が2006年10月に中小企業コンサルタントの職務能力技術基準
3
（NTCL）を官報に公示した。

一方で経済省は、各種の中小企業支援プログラムが個別に行っているコンサルタント採用選

                                                        
1
 Japan International Cooperation Agency 

2
 Consejo Nacional de Normalización y Certificación de Competencias Laborales 

3
 Norma Técnica de Competencia Laboral 
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考を即座に CONOCER の国家認証に収斂することは困難であるとして、独自に全国規模の

登録制度を創設する意向を示した。さらに CONOCER と経済省との間で中小企業コンサル

タントの国家資格制度を具現化するための協議が開始された。 

こうした状況をもって JICA は新たな支援を行う時機であると判断し、本調査を実施する

運びとなった。 

 

2. 調査の目的 

本調査のプロジェクト目標および成果は以下のとおりである。 

 

プロジェクト目標 
現実的な制度を構築する観点から、中小企業コンサルタントの登録制度および養成制度の見直

し、試行的な実施を通じ、総合的な中小企業コンサルタント養成計画の策定・提言を行う。 

成 果 
(1) メキシコにおける中小企業および中小企業コンサルタント人材養成の現状や課題が明らか

になる。 
(2) メキシコ経済省による総合的な中小企業コンサルタント養成制度設立計画が提案される。 
(3) 中小企業コンサルタントに係る国家資格制度を確立するためのロードマップが作成される。 

 

3. 調査の範囲 

調査はメキシコ国全土を対象とし（ただし現地調査はメキシコシティおよび周辺地域にて

実施した）、３つのステージで構成された。各ステージにおける調査内容は次のとおりであ

る。 

 

ステージ１： 現状把握調査および総合的な中小企業コンサルタント養成制度に係る計画案

策定 
(1) メキシコにおける中小企業および中小企業コンサルタント養成の現状 

a. 中小企業と政府の中小企業政策の現状 

b. 中小企業コンサルタント養成のニーズ 
(2) 総合的な中小企業コンサルタント養成制度に係る計画案の策定 
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ステージ２： パイロットプロジェクトの実施 

将来、メキシコ政府が実施すべき中小企業コンサルタント登録・養成事業をパイロットプ

ロジェクトとして実施する。 

ステージ３： 総合的な中小企業コンサルタント養成制度に係る計画の策定およびその具体

的な実施アクションプランの提言 
(3) 総合的な中小企業コンサルタント養成制度に係る計画の策定およびその具体的なアク

ションプランの提言 

a. 経済省が実施すべき中小企業コンサルタント登録制度に関する提言 

b. 中小企業コンサルタント養成制度の改善計画 

c. 中小企業コンサルタントの中小企業政策・施策での活用に関する提言 
(4) 中小企業コンサルタントに係る国家資格制度を確立するための実行計画（ロードマッ

プ）に係る提言 

 

下図は調査活動の流れと報告書の構成を対比したものである。 
 

調査活動の流れと報告書の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パイロット
プロジェクト

実施

パイロット
プロジェクト

策定・
準備

提言
方針
策定

現状把握調査

第1章  - 第5章 第6章 第7章
第8章

第9章

第1回SC

ICR提出 DFR提出PR提出 FR提出

第1回WS

第2回SC 第3回SC

第2回WS

ITR提出

補足調査

提言策定

報告書構成：

WS:  Work Shop
SC:  Steering Committee
ICR:  Inception Report
PR:  Progress Report
ITR:  Interim Report
D FR:  Draft Final Report
FR:  Final Report

ステージ １ ステージ ２ ステージ ３

第3回WS
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4. 相手国実施機関 

本調査のカウンターパートは経済省中小企業次官局 人材育成・技術革新局
4
、協力機関は

CONOCER である。 

 

(1) ステアリングコミティ 

本調査の過程で得られる成果は経済省内に設置されたステアリングコミティで協議され、

その承認をもって決定された。ステアリングコミティは以下の関係機関で構成された。 

• 経済省中小企業次官局 人材育成・技術革新局 

• CONOCER 

• JICA メキシコ事務所 

(2) ワーキンググループ 

経済省中小企業次官局 人材育成・技術革新局 研修・コンサルティング部
5
を中心に、

CONOCER および「JICA メソッドによる中小企業コンサルタント」プロジェクトの運営主

体であるコンサルタント選考委員会と緊密な連携を取りながら、調査が進められた。 

 

5. 調査団の構成 

５名の調査団員がそれぞれ行った担当業務および現地調査は次のとおりである。 
 

現地調査 

氏名 担当 第１次 
2008/ 8/ 5

- 9/29 

第２次 
2008/10/23

-12/22 

第３次 
2009/ 1/15

- 2/22 

第４次 
2009/ 4/26 

- 4/30 

第５次 
2009/ 8/16

- 9/20 

第６次 
2009/11/ 1

-11/15 

守口 徹 総括／中小企業振興 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

今泉 博史 副総括／中小企業コンサルタン
ト養成・認証制度 ✓ ✓     

出穂 靖弘 中小企業コンサルタント 
養成計画 1-1 ✓ ✓ ✓    

リカルド・ヒラタ・ オカ

モト 
中小企業コンサルタント 
養成計画 1-2 ✓ ✓ ✓  ✓ ✓ 

及川 美和子 中小企業コンサルタント 
養成計画 2 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ 

                                                        
4
 Dirección General de Capacitación e Innovación Tecnológica, Subsecretaría para la Pequeña ya Mediana 

Empresa, Secretaría de Economía 
5
 Dirección de Capacitación y Consultoría 
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第第１１章章  メメキキシシココのの経経済済概概況況とと中中小小企企業業  

1.1 メキシコの経済概況 

1.1.1 マクロ経済概況 

(1) 経済自由化と持続的な成長 

メキシコの経済自由化は1980年代から始まった。1986年のGATT加盟と1994年のNAFTA

発効という２段階で進んだ貿易・投資の自由化に加え、公企業の民営化、価格統制の解除や

運輸・通信および金融分野における規制緩和等が推し進められた。 

メキシコがこの四半世紀に経験した２回の大きな経済危機のうち、1982 年の累積債務危

機の後には長期不況が続いたのに対し 1994 年の通貨危機以降は急速に成長軌道に回復した。 

早い回復の背景には経済自由化、特に米国との経済的結びつきの強化により、輸出競争力

の高いマキラドーラ
6
による製品輸出、輸出指向の組立加工への対内直接投資、ペソの過大

評価とその恩恵である部品輸入コストの抑制という要素が作り出す好循環があったと見ら

れる。 

 

(2) 金融・財政政策 

変動相場制をとるメキシコでは、1995 年以降、メキシコ中央銀行
7
による若干の介入を除

き、為替レートは市場動向により変動してきた。 

実質実効為替レートは、1990 年代後半に年々ペソ高に動いた。過大評価傾向である為替

レートを下方誘導するような財政・金融政策が目立って実施されることはなかった。結果と

して、為替レートを決めるのは主に輸出と対内直接投資である。いずれも米国経済の動向に

大きく左右される。 

 

(3) メキシコ経済と米国経済 

メキシコ最大の貿易相手国は米国である。 

                                                        
6
 米墨国境地帯における雇用対策として1965年に制定された保税加工区で、製品を100％輸出する企業が政府

の認定を取得したうえで輸出製品加工のための部品、原材料、機械設備を免税で輸入できる制度。 
7
 Banco de México 
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製造業の中でもマキラドーラ部門が輸出の牽引役であり、ほとんどが米国向けであるこの

部門が外貨獲得に貢献していることが分かる。しかしマキラドーラの付加価値は低く、大半

を米国から輸入した部品で製品を仕上げる労働集約的な組立産業である。 

 

(4) 中国との競争 

労働集約度の高い組立部門では中国の競争圧力はことさらに強く、日本、韓国、台湾のメ

ーカーが生産ラインをマキラドーラから中国や東南アジアへ移設する動きにつながってい

る。これは、メキシコの労働コストの上昇に加え、2000 年末に NAFTA 域内向けの輸出に

ついてマキラドーラ制度が廃止され、産業分野別生産促進措置
8
（PROSEC）と称する部品

分野別の関税引き下げ措置に引き継がれたことも影響している。 

 

1.1.2 産業構造 

過去 15 年間のメキシコの産業構造は、サービス産業が伸張し製造業および農業が縮小す

る「サービス化」が進行した。 

メキシコの製造業は多様化が進んでいるが、金属製品・機械/機器類、飲食品・タバコ、

および化学・プラスチック・石油製品が大きなシェアを占めている。 

安価な労働コストで競争力を支えることが難しくなってくると、より付加価値の高い部門

にシフトする必要がある。しかし、メキシコの製造業は部品を輸入に頼った組立型の最終工

程に偏っており、技術の蓄積が進んでいない。従来から指摘されている裾野産業の未発達と

いう問題である。多くの国で裾野産業を担っているような優良な中小企業がメキシコでは育

っていない。 

 

1.1.3 教育および訓練 

質の高い技術者や技能労働者を生み出す教育投資は不充分で、裾野産業の発展を阻害して

いる要因の１つと指摘されている。 

国民の大多数の教育レベルが不十分で労働者の能力が低いメキシコの現状は、労働者が新

しい技能を得るための成人教育が重要であることを示している。メキシコにおける成人教育

の不足はビジネス界全体の問題であるが、有能な管理者を雇うに充分な給料を支払えない中

                                                        
8
 Programa de Promoción Sectorial 
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小企業において特に深刻な問題となっている。 

 

1.1.4 インフラストラクチャー 

港湾、道路、電話などのインフラストラクチャーの状況は大幅に改善したとはいえ、国際

的な比較では、特に港湾の効率性や道路の整備についてアジア諸国に見劣りする。 

加えて、今後ますます重要な課題はエネルギー部門である。石油産業や電力産業の投資不

足の問題が、いずれエネルギー不足やコスト上昇につながる懸念がある。 

 

1.1.5 メキシコの競争力 

世界経済フォーラム
9
（WEF）の世界競争力報告書（2008-2009）によれば、メキシコの競

争力は前年の 131 か国中 52 位から８ランク後退し、134 か国中 60 番目にランクされた（前

年の対象国中 59 位）。 

米国経済との連動や石油収入への依存など、外部の不況に対して脆弱な経済体質は

2007-2008 版の世界競争力報告書でも指摘されていたが、ランキングの大幅な後退はその弱

さが露呈した結果といえよう。 

同程度の発展段階にある国 （々1 人あたり GDP が 3,000-9,000US ドル）と比較して相対的

にメキシコの強みとなっているのは、市場規模（11 位）、マクロ経済の安定性（48 位）、ビ

ジネスの高度化（58 位）である。メキシコの相対的な弱みとなっているのは、労働市場の

効率性（110 位）、公共機関・制度（97 位）、イノベーション（90 位）である。 

 

1.2 メキシコの中小企業 

1.2.1 中小企業セクターの規模と構造 

中小企業セクターが果たす役割は、他国と同様、非常に重要である。 

中小企業が全企業数の 99％にあたる約 400 万社存在するのに対し、大企業はわずか 0.2%、

約 6,700 社に過ぎない。中小企業の大半は零細企業で、雇用の 4 割に相当する 800 万人が働

く。小企業は 139,000 社、中企業は 32,000 社しかない。 

 

                                                        
9
 World Economic Forum 
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Box 1.1 メキシコの中小企業の定義i 

零細企業： 製造業、商業、サービス業で従業員が 0～10 人の企業 
小企業： 製造業とサービス業で従業員が 11～50 人の企業と商業で従業員が 30 人までの

企業 
中企業： 製造業において従業員が 51～250 人の企業、商業で 31～100 人の企業、サービ

ス業で従業員が 51～100 人の企業 
 

 

1.2.2 インフォーマル経済 

国立統計地理情報院
10
（INEGI）は、狭義のインフォーマルセクターを「正式に経済構造

に組み込まれていない雇用や生産活動（露店商人や零細企業等）」と定義し、計測を開始し

た。このように定義されたインフォーマルセクターの雇用は、2002 年で 1,050 万人と推計さ

れ、全雇用の４分の１に相当する。 

 

1.2.3 地域格差 

企業の地理的分布を見ると、南-南東地域、中央部-西地域、中央地域では零細企業の割合

が高く、北部地域では大企業および中企業の割合が相対的に高いことが分かる。製造業、商

業、サービス業の３つのセクターに共通する傾向である。 

貿易・投資自由化による市場規模の拡大は、主に米国向け輸出に有利な北部地域に多くの

恩恵をもたらした。比べて南部の州は、貧しく、旧態依然の営農組織が多く、先進的な産業

が少なく、概して生産性がかなり劣る。 

 

1.2.4 メキシコの中小企業が直面する課題 

OECD の報告書は、メキシコの中小企業の根本的な弱点として（1）ノウハウの不足と技

術水準の低さおよび（2）資金調達の制約の２つを挙げている。 

 

(1) ノウハウの不足と技術水準の低さ 

中小企業の９割以上を占める零細企業が人材の質、設備や技術、マーケティング等で典型

的に立ち遅れている一方で、一部の革新的な中小企業は国際競争力を有している状況を、情

                                                        
10

 Instituto Nacional de Información Estadística y Geografía 
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報コミュニケーション技術の普及が偏っていることによるギャップととらえ、研究開発投資

やそれを支える資金供給の不足、製品やプロセスのイノベーションの少なさと併せてメキシ

コ中小企業の弱点になっていると論じた。 

 

(2) 資金調達の制約 

メキシコの中小企業にとって銀行融資やエクイティファイナンスを得ることが非常に困

難であり、妥当なコストでの資金調達手段が不足している問題も指摘された。 

担保や破産申請、信用評価、信用保証等にかかわるルールの不備や不透明さが民間セクタ

ーへの銀行融資を抑制していると分析されている。 

 

                                                        
i メキシコの中小零細企業の定義は 2009 年 6 月 30 日付け官報公示により以下のように改

正された。ただし本報告書の統計･分析は Box 1.1 に示す旧定義に基づくデータによる。 

規模 セクター 従業員数 年商 複合上限値注 

零細 全て 10 人以下 4 百万ペソ以下 4.6 
商業 11 人～30 人 93 

小 
製造業・サービス業 11 人～50 人 

4 百万ペソ超 
～1 億ペソ 95 

商業 31 人～100 人 
サービス業 51 人～100 人 

235 
中 

製造業 51 人～250 人 

1 億ペソ超 
～2.5 億ペソ

250 
注: 企業は、数式「(従業員数)×10%＋(年商)×90%」により算出されるポイントが定められた複合上限

値以下となるカテゴリーに分類される。 
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第第２２章章  メメキキシシココのの中中小小企企業業政政策策  

2.1 国家開発における中小企業振興 

2.1.1 国家開発計画 

中小企業振興は、「2007-2012 年 国家開発計画」における国家目標の第３（高度かつ持

続的な経済成長と正規雇用の創出）および戦略体系の機軸２（競争力があり雇用を創出する

経済）と密接に結びついている。中でも直接的に中小企業振興に言及した戦略体系 機軸２

の目標６およびその下位戦略を図 2-1 に示す。 

 

図 2-1 「2007-2012 年 国家開発計画」における中小企業振興の戦略体系 
 

出所：Gobierno de los Estados Unidos Mexicanos, Presidencia de la República (2007)をもとに調査団作成 

 

2.1.2 経済セクタープログラム 

プログラムは４つの機軸に体系化された 12 の主要目標それぞれに成果指標が設定され、

実現のための戦略的方針およびアクションが明示されている。中小企業振興政策は機軸１

（中小零細企業の成長促進）の主要目標 1.1（創業促進と既存企業の強化）に該当する。プ

ログラムが掲げる目標値は表 2-1 の通りである。 

機軸 2

目標 6

戦略 6.1

戦略 6.2

戦略 6.3

戦略 6.4

競争力があり雇用を創出する経済

中小零細企業の創出・発展・確立を促進する。

付加価値の高い製品・サービスに向けた生産を実現するため、現行の支援プロ
グラムの見直しと調整を行う。

メキシコ製品における国産の材料・部品の割合を高め、財の生産でより高い付
加価値を創出できるように生産チェーンを強化することによって、サプライヤー開
発を促進する。

中小零細企業支援のスキームを１箇所にまとめて確立する。

中小零細企業の生産性向上に寄与し、そのニーズに合った製品の開発を増や
す。
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表 2-1 「2007-2012 年 経済セクタープログラム」における中小企業振興に係る目標値 

目標 指標 測定単位 ベースライン 2012年の到
達目標 

中小零細企業セクターで創出され
た正規雇用 

雇用数 1,016,755 
(2006、2007 年) 

3,300,000 
(累積) 

全国で商業銀行から融資を受けた
企業総数に対する中小零細企業の
シェア 

パーセンテ
ージ 

17.8 
(2006 年) 

20.8 

主要目標 1.1. 
新規企業の創出
と既存の中小零
細企業の強化を
促進することに
よって雇用の創
出に貢献する。 

FONDO PYME を通じた中小零細
企業への資金提供が経済省以外の
財源によって増額された倍率 

倍率 1.7 
(2006 年) 

3 

出所：Diario Oficial de la Federación (18/5/2008). 

 

2.2 中小企業支援策およびプログラム 

2.2.1 メキシコにおける中小企業支援の概要 

現在、中小企業支援の主要な資金源となっている中小企業基金
11
（FONDO PYME）は 2004

年に創設された。 

2004 年から 2008 年までの FONDO PYME の予算の推移は、表 2-2 の通りである。但し、

実際には FONDO PYME は、州政府を始めとする地方政府やアカデミックセクターや民間セ

クターなどの仲介機関からの他の資金と合算されて用いられることが多い。 

 
表 2-2 FONDO PYME の推移（2004－2008） 

 2004 2005 2006 2007 2008* 

プロジェクト数 707 757 993 557 152 

中小企業基金
（千ペソ） 1,154,689 1,818,827,592 3,109,668,078 3,196,301,710 2,250,549,362 

注：* 2008 年のデータは、10 月時点のデータ 
出所：経済省 

 

2.2.2 FONDO PYME による中小企業支援策およびプログラム 

「国家開発計画 2007-2012」を考慮の上、５つの企業区分に基づいて企業向けの総合支援

                                                        
11

  Fondo de Apoyo para la Micro, Pequeña y Mediana Empresa 
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による対応および体制が組織されている。各区分は、融資、商業化、研修・コンサルティン

グ、マネジメント、イノベーションと技術開発からなる５つの戦略を通じて支援を受ける。 

2008 年の最初の７ヶ月間で、企業区分に向けた様々なサポートのプログラムを通じて、

12 万社の中小零細企業への支援がなされ、５万人の雇用が創出された。 

 
表 2-3 中小企業支援プログラムの趣旨と規模 

区分１: 起業家 新規起業家全国プログラム 

若い起業家支援プログラム プロモーションおよびキャンペーン
を通じて潜在的な若手起業家を掘り
起こし、インキュベーターに紹介す
る。 

1,000 名の起業家 
（1-7/2008 実績） 

全国インキュベーションシステム 全国 420 のインキュベーターを通じ
て創業を支援する。 

5,534 社 
（1/2007-7/2008 実績） 

中小企業シードキャピタルプログ
ラム 

出資もしくは低利の融資により創業
資金を支援する。 

530 社 
（2008 見込み） 

研修とコンサルティング 経営に関する研修やコンサルティン
グを提供し、創業および企業成長を
促進する。 

6,185 社 
7,161 社（COMPITE） 
（1-8/2008 実績） 

区分２: 零細企業 零細企業全国プログラム 

ミ・トルティージャ トルティージャ産業の近代化を支援
する。 

3,988 社 
（9/2007-8/2008 実績） 

ミ・ティエンダ 食料品店や雑貨店の近代化を支援す
る。 

2,500 社 
（10/2007-8/2008 実績）

研修・企業近代化プログラム
（PROMODE） 

零細・小規模事業主に能力向上トレ
ーニングを提供し、効率化を支援す
る。 

－ 

区分３: 中小企業 中小企業向け融資促進・アクセス全国プログラム 

全国保証システム（SNG） 金融機関が負う融資リスクの一部を
基金が保証し、中小企業の金融環境
を緩和する。 

255,476 社 
（7/2002-6/2008 実績） 

エクステンシオニスモ・フィナンシ
エロ全国プログラム 

融資コンサルタント（エクステンシ
オニスタ）が診断と助言を行い、中
小企業の融資手続きを支援する。 

12,300 社 
（1-7/2008 見込み） 

被災企業支援プログラム 自然災害による被害企業への緊急支
援として、直接・間接（保証）の資
金援助を行う。 

直接支援: 25,178 社 
間接支援: 3,368 社 
（9/2007-7/2008 実績） 

生産的プロジェクト 生産連鎖振興や近代化など競争力強
化に貢献するプロジェクトに対する
融資を提供する。 

580 件 
（1-6/2008 実績） 

専門的金融仲介機関の強化 銀行以外の金融仲介機関に対し、中
小零細企業への融資判断の改善に関
する技術援助を行う。 

106 事業 
（1-6/2008 実績） 

NAFINSA による民間部門振興プロ
グラム 

金融システムによる資金調達が困難
な中小零細企業に対し、融資あるい

111,394 社 
（1-6/2008 見込み） 
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は保証を提供する。 

区分４: ガゼル（離陸期企業） ガゼル企業全国プログラム 

技術革新基金（FIT） イノベーション・技術開発プロジェ
クトに資金を供与する。 

112 プロジェクト 
（2007 実績） 

企業成長促進プログラム 国内外 29 のアセレラドーラを通じ
たコンサルティングサービスの提供
により企業の成長を促進する。 

2,004 社 
（1-7/2008 見込み） 

全国フランチャイズプログラム
（PNF） 

成功企業のフランチャイズ展開を支
援し、起業家等に新規ビジネスの機
会を提供する。 

93 社 
（1-6/2008 実績） 

メキシコ企業情報システム（SIEM） 商工会議所を通じてインターネット
上に企業台帳を整備し、企業間連携
を促進する。 

676,116 社の登録 
（7/2008 実績） 

E-Bay（Mxporting）プログラム メキシコ製品のオンライン輸出販売
プラットフォームを提供する。 

37 社の掲載 
（7/2008 実績） 

区分５: 牽引企業 牽引企業全国プログラム 
サプライヤー開発 牽引企業と中小零細企業との適切な

結びつきにより、価値連鎖を強化し
付加価値を向上する。 

牽引企業 19 社 
下請・流通企業 965 社 
（1-7/2008 実績） 

インテグレーター企業プログラム インテグレーター・スキームによる
企業のグループ化を振興し、地域活
性化を促す。 

35 社 
（1-7/2008 実績） 

中小企業団地 有利なインフラやサービスの下での
地理的統合により生産ネットワーク
の強化を促す。 

187 箇所 
3,882 社 
（6/2008 実績） 

中小企業輸出供給プログラム 中小企業向け輸出センターおよび輸
出供給推進機関を通じた研修、コン
サルティング、プロモーション等に
より、中小企業の輸出活動を支援す
る。 

62 の支援拠点 
3,928 社 
（1-7/2008 実績） 

PIAPYME 中小企業に対し、輸出競争力を強化
するための技術支援、研修、情報提
供を行う。 

122 社 
（1-6/2008 実績） 

セクター開発プログラム 付加価値向上、雇用創出、地域開発
に戦略的に貢献する総合的なセクタ
ー開発を振興する。 

4,486 社 
（9-12/2007 実績） 

単一の機関で中小零細企業への支援を行う体制の強化 
メヒコエンプレンデ企業サポート
センター 

ワンストップサービス拠点を全国に
整備し、数ある支援プログラムの中
から個々の企業や起業家に最適な支
援をコーディネイトする。 

拠点 10 箇所 
コンサルタント 400 名 
（1-6/2008 実績） 

地方開発と制度間の連携 
貧困地域における雇用プログラム 雇用創出のため、貧困地域への企業

立地を促進する。 
16 箇所 
4,000 人 
（1-6/2008 見込み） 

出所：経済省提供資料をもとに調査団作成 
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2.2.3 中小企業融資 

経済省は低コストの融資保証システムを構築するため傘下機関や商業銀行との協力を進

めた。その結果「全国保証システム（SNG）」「エクステンシオニスモ・フィナンシエロ

全国プログラム
12
」および各種の投資育成スキームが生まれた。 

民間金融機関の中小零細企業向けの融資商品は金利が 16%～24%と非常に高く、実際に中

小零細企業でこれらの商品を利用している企業はほとんどないというのが実状である。公的

金融機関の融資商品も貸し出し金利は 13%～16%くらいと民間金融機関に比べれば低いが、

他国の貸出金利或いは大企業への貸出金利に比べるとかなり高いレベルである。 

 

                                                        
12

 Red Nacional de Extensionismo Financiero 
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第第３３章章  中中小小企企業業ココンンササルルタタンントトのの登登録録・・養養成成のの現現状状  

メキシコにおいて中小企業に対してコンサルティングを行っているコンサルタントの養

成および登録の現状に関して、公的機関、高等教育機関、および民間機関の３つの観点から

記述する
13
。 

 

3.1 公的機関における中小企業コンサルタントの登録・養成 

3.1.1 観光省 

名称 コンサルタント「M」 
実施機関 観光省 公的機関 
業務内容 観光関連企業が顧客満足度を向上させ、より収益を上げることを目的に 2002 年から開始さ

れたプログラム「M」において、参加企業に対する訪問指導を行う。また、他のコンサルタ

ント「M」が指導した企業の達成度を評価する。 
登録者数 249 名（2008 年） 
登録要件 養成コースに参加するための要件:  

1) 「一般コンサルタント」の職務能力認証を取得していること 
2) コンサルタントとしての経験を有すること 
登録するための要件: 
3) 養成コースへの出席率が 90％以上であること 
4) 試験の成績が 100 点満点中 90 点以上であること 
5) 養成期間中に企業を指導し、当該企業が「M」認定を取得すること 

養成方法 12 のコンサルティングツールについて、70 時間の研修を行う。 
T1: 基本用語と組織構造 
T2: ５S 
T3: リーダーシップと人材育成 
T4: 市場の理解 
T5: 接客要員の育成 
T6: マーケティング 
T7: 業務プロセスとムダの排除 
T8: 業務プロセスの標準化 
T9: 目で見る管理 
T10: 情報システムと財務分析 
T11: 方針管理 
T12: PDCA と説明責任 

登録有効期間 ２年 

                                                        
13

 コンサルタントが一定以上の能力を有すると認めることを表す用語は統一されていないが、本章では各実施機

関の表現を尊重した。したがって調査団が定義する「認定」「認証」「登録」と異なる意味でこれらの用語を用い

ている箇所がある。 



第３章 中小企業コンサルタントの登録・養成の現状 

16 

登録更新要件 1) １年間に少なくとも４社のプログラム「M」参加企業に対し指導を行うこと 
2) １年間に 40 時間の観光省指定業務に無償で従事すること 

特記事項 • プログラム「M」参加企業数は累計 4,820 社、うち認定取得企業数は累計 4,018 社。 

  

名称 コンサルタント「H」 
実施機関 観光省 公的機関 
業務内容 固定型飲食施設における食品衛生管理の向上を目的とするプログラム「H」において、参加

企業に対する研修・指導を行う。 
登録者数 298 名 
登録要件 養成コースに参加するための要件:  

1) 化学・医学・生物学系の学科を履修した大卒者であること（ただし、食品無害化に関連

する１年以上の教育課程外の経験および微生物学・保健衛生に関する各々64 時間以上の

講習履修により代えることができる） 
2) 「集合研修インストラクター」の職務能力認証を取得していること 
3) 食品・飲料についての経験を有すること 
登録するための要件: 
4) 養成コースに出席すること 
5) 試験の成績が 100 点満点中 90 点以上であること（85～89 点の場合には 1 回に限り再受験

が認められる） 
養成方法 24 時間の養成講習 
登録有効期間 ２年 
登録更新要件 １年間に少なくとも４社のプログラム「H」参加企業を指導し成功を収めること 
特記事項  
出所：実施機関提供情報に基づき調査団作成 

 

3.1.2 農村金融公社 

名称 コンサルタント 
実施機関 農村金融公社 公的機関 
業務内容 農村地域の人々の生活の向上を目指し、生産性および収益性の改善を目指した研修およびコ

ンサルティングサービスを実施する。 
登録者数 4,500 名（うち、1,200 名が活動中） 
登録要件 • 年 2 回行われる募集に対し、関心分野を明記した登録申請書を提出すれば登録される。 

• 関心分野にマッチするコンサルティングニーズが生じると、面接、CV および試験による

経験や資質の評価に基づいて適格か否か判断される。 
養成方法 • 全国 10 の大学院との協定による２年間の修士コース（人類学、心理学、神経心理学、認

識論、記号論、教育学の６分野に関連する）を履修する。 
• 受講するための要件:  

1) 農村金融公社に登録していること 
2) 農村金融公社プログラムに従事したことがあるか、農村での業務経験があること 
3) 10 点満点換算で 7.5 点以上の成績で学士課程を卒業していること 

• 受講者には奨学金が支給される。 
登録有効期間 無期限（適格の判定は２年間有効） 
登録更新要件 コンサルティングプロジェクトの終了時に行われる委員会の評価により、報酬の支払可否が

判断される。評価が悪い場合には適格の判定は取り消される。 
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特記事項 • 修士コースを修了した登録コンサルタントは、農村金融公社に認定される。認定コンサ

ルタントは 357 名である。 
• 認定コンサルタントはプログラム従事の成果に基づき、農村金融公社に認証される。認

証コンサルタントは 40 名である。 
出所：実施機関提供情報に基づき調査団作成 

 

3.1.3 開発金融公社（NAFINSA） 

名称 NAFINSA 承認インストラクター
14

 
実施機関 開発金融公社（NAFINSA） 公的機関 
業務内容 中小企業を対象に企業家研修を実施する。 
登録者数 100 名 
登録要件 1) 中小零細規模の企業への助言の経験、あるいは大学での教職の経験があること 

2) 担当する科目ごとに要求される当該分野の経験や専門性の条件を満たすこと 
3) 養成コースを受講し、修了試験で 10 点満点中 8.5 点以上を獲得すること 

養成方法 担当する科目ごとに養成コースが実施され、科目により研修の時間や内容は異なる。 
登録有効期間 ２年 
登録更新要件 • NAFINSA と契約した研修実施計画の業績目標に達していれば更新される。 
特記事項 • 担当する科目の企業家研修の内容が改訂された場合には、既に登録されているインスト

ラクターも改めて養成コースを受講し試験に合格しなければならない。 
出所：実施機関提供情報に基づき調査団作成 

 

3.1.4 社会事業支援全国基金（FONAES） 

名称 コンサルタント 
実施機関 社会事業支援全国基金（FONAES） 公的機関 
業務内容 貧困地域に居住し、経済的に潜在力の有る低所得の零細企業家に対し、コンサルティングサ

ービスを提供する。 
登録者数 853 名 
登録要件 1) 「一般コンサルタント」の職務能力認証を取得していること 

2) 以下の政府機関に登録されているコンサルタントであること 
 ・社会開発省（SEDESOL） 
 ・農業・牧畜・農村開発・漁業・食料省（SAGARPA） 
 ・農地改革省（SRA） 
 ・農村金融公社 

3) 農村開発または貧困削減の分野において専門的な活動に従事した経験を有すること 
養成方法 なし 
登録有効期間 登録要件を満たしている限り有効 
登録更新要件 － 
特記事項 － 
出所：実施機関提供情報に基づき調査団作成 
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 Instructor Homologado por Nacional Financiera 
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3.1.5 農業・牧畜・農村開発・漁業・食料省（SAGARPA） 

名称 専門サービス提供者（PSP） 
実施機関 農業・牧畜・農村開発・漁業・食料省（SAGARPA） 公的機関 
業務内容 農業・牧畜・漁業に従事する生産者に提供される基本サービス（開発プロジェクトの設計、

開発プロジェクトの実施、技術援助とコンサルティング、農村企業家研修）を実施する。 
登録者数 14,000 名(うち推計 5,200 名が活動中) 
登録要件 筆記試験および面接に合格すること、もしくは、「技術支援とコンサルティング」サービス

を実施し評価に合格すること 
養成方法 • サービスの種類に対応した４つのモジュールについてオンライン研修が提供される。 

• 登録希望者は必要に応じ任意で各モジュールの研修を受講する。受講申し込みに応じて

研修の日時（期間）および指導員が割り当てられる。 
• 研修は、受講者自らが手配した生産者グループを対象に課題に応じて習った技術や手法

を適用するように設計されている。 
• 実施したサービスの評価で条件付き合格となったコンサルタントは、オンライン研修に

より能力向上を図る。 
登録有効期間 実施したサービスの評価で不合格にならない限り有効 
登録更新要件 ― 
特記事項 • 実施したサービスの評価で不合格となった者、あるいは、条件付き合格でオンライン研

修の終了時評価に２回不合格となった者は、以後 SAGARPA のプログラムに参加するこ

とはできない。 
出所：実施機関提供情報に基づき調査団作成 

 

3.2 高等教育機関における中小企業コンサルタントの登録・養成 

3.2.1 モンテレイ工科大学
15
（ITESM） 

名称 コンサルタント 
実施機関 モンテレイ工科大学（ITESM） 高等教育機関 
業務内容 ビジネスアクセラレータープログラムおよびハイテクインキュベータープログラムにおい

て、中小企業のコンサルティングサービスに従事する。 
登録者数 50 名 
登録要件 コンサルタントとしての経験、職歴、学歴等を記載した履歴書に基づく委員会の審査に合格

すること 
養成方法 • 制度化された養成コース等はない。 

• プロジェクトにより方法論の統一を図るためのオリエンテーションを行う場合がある。 
登録有効期間 規定はない。 
登録更新要件 規定はない。各コンサルタントの業務成果に基づく委員会の判断による。 
特記事項 • 経験によりジュニアコンサルタント（5 年～10 年）、シニアコンサルタント（15 年～20

年、チーム総括経験あり）に分類される。 
• ジュニアコンサルタントからシニアコンサルタントへの昇格は、業務成果に基づく委員

会の判断による。 
出所：実施機関提供情報に基づき調査団作成 
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3.2.2 パナメリカナ大学
16
（UP） 

名称 コンサルタント 
実施機関 パナメリカナ大学（UP）附属 調査・イノベーションセンター（CEPii） 高等教育機関 
業務内容 CEPii の行う経営コンサルティングサービスに従事する。 
登録者数 組織内コンサルタント: 25 名  外部コンサルタント: 25 名 
登録要件 1) CEPii への雇用に際しては経験を重視し、CV、研究成果、適性検査、面接により選考さ

れる。 
2) 外部コンサルタント契約に際しては試験により採否を決定する。 

養成方法 • 新規採用コンサルタントは、コンサルティング手法および専門分野のスキルを研修する

独自の養成コース（12 セッション）を受講しなければならない。修了後、コンサルティ

ングチームに参加し、実務能力を判定される。 
• コンサルタントの知識更新のため内部研修が毎年実施される。 
• 優秀なコンサルタントは UP の MBA コース（IPADE）に派遣される。 

登録有効期間 なし 
登録更新要件 なし。稼動状況とパフォーマンスが良好であれば継続。 
特記事項 CEPii は常にチームコンサルティングを行っており、新人コンサルタントの弱点をカバーし

OJT により育成することにも役立てている。 
出所：実施機関提供情報に基づき調査団作成 

 

3.3 民間機関における中小企業コンサルタントの登録・養成 

3.3.1 全国生産性・技術革新委員会（COMPITE） 

名称 COMPITE コンサルタント認定
17

 
実施機関 全国生産性・技術革新委員会（COMPITE） 民間機関 
業務内容 COMPITE の行う生産性改善、品質向上、マネジメントシステムに関するコンサルティング

サービスおよび研修プログラムに従事する。 
登録者数 300 名 
登録要件 コンサルタント候補になるための要件: 

1) 以下のいずれかに準ずる経験を有すること 
 製造もしくは製造関連分野での 5 年以上の経験 
 小規模企業に対する 3 年以上の指導経験 
 インストラクターとして企業の育成に 2 年以上携わった経験 
 生産管理に関連する大学教授職の経験 

2) 委員会によるインタビュー、生産性に関する筆記試験および実技評価に合格すること 
ジュニアコンサルタントになるための要件: 
3) COMPITE のコンサルタント候補として 3 社の企業訪問をひとりで行うこと 
コンサルタントになるための要件: 
4) COMPITE のジュニアコンサルタントとして 10 社のコンサルティングを行い、企業主か

                                                        
16
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らの評価で 10 点満点中９点以上を獲得すること 
養成方法 筆記試験に合格した後、養成担当コンサルタントの指導の下で助手としてコンサルティング

業務に従事する 40 時間の実技研修が行われる。 
登録有効期間 ２年 
登録更新要件 • １年間に 10 件以上のコンサルティングサービスを提供し、顧客および内部システムによ

る評価で 10 点満点中９点以上を得ること 
• ２年ごとのプログラムレビューの際に、コンサルタントの更新可否が判定される。 

特記事項 • ジュニアコンサルタントからコンサルタントに昇格するには、通常１～２年を要する。 
• 更新に際し評価が低いコンサルタントには、原因を分析して個別に対処し、再評価で資

格を回復できるようにする。 

  

名称 APEC 中小企業カウンセラー（APEC-IBIZ CBC） 
実施機関 全国生産性・技術革新委員会（COMPITE） 民間機関 
業務内容 中小企業の生産性と競争力の向上および APEC 諸国への輸出に関して助言できる知識とス

キルを備えたコンサルタント 
登録者数 ４名（30 名が認証待ち） 
登録要件 養成講習に入学するための要件: 

1) 類似分野の学士課程を卒業していること 
2) コンサルタントとしての経験または企業の育成と発展に関する知識を備えていること 
3) APEC-IBIZ の倫理規範を理解し、これに則った行動を約束すること 
認証されるための要件: 
4) 養成講習を受講し、各モジュールで 10 点満点中８点以上の成績を収めること 
5) ５社以上の中小企業で 400 時間以上の有償コンサルティング実務に従事すること 
6) 修了試験で 1,000 点満点中 800 点以上を取得すること 
7) TOEFL で 550 点以上を取得すること 

養成方法 以下の 11 のモジュールから成る 270 時間の講習を 10 ヶ月に渡り受講する。 
 ⅰ. APEC-IBIZ CBC の倫理規範（10 時間） 
 ⅱ. 中小企業における問題解決（20 時間） 
 ⅲ. 中小企業の顧客の概要（20 時間） 
 ⅳ. 中小企業のためのマーケティング（30 時間） 
 ⅴ. 中小企業のための財務分析（40 時間） 
 ⅵ. 中小企業における人材（20 時間） 
 ⅶ. 中小企業のビジネスプランニング（20 時間） 
 ⅷ. コンサルティングとコンサルタントのスキル（50 時間） 
 ⅸ. 公的部門と民間部門の支援プログラムとの連携（10 時間） 
 ⅹ. APEC 諸国への輸出（40 時間） 
 xi. 中小企業支援の国際ネットワークにおける APEC-IBIZ CBC の役割（10 時間） 

登録有効期間 ３年 
登録更新要件 ３年間に 400 時間以上のコンサルティングを行い、評価が良好であること 
特記事項 • APEC 域内相互認証を目指して共通化された標準学習モジュールを各国の事情に応じて

調整し運用する。2008 年現在、15 カ国がプログラムに参加している。 
• 認証および更新の最終決定はCOMPITEが提出した証拠書類に基づきAPEC-IBIZが行う。

出所： 実施機関提供情報に基づき調査団作成 

 



第３章 中小企業コンサルタントの登録・養成の現状 

21 

3.3.2 全国製造業会議所（CANACINTRA） 

名称 CANACINTRA 承認中小企業コンサルタント
18

 
実施機関 全国製造業会議所（CANACINTRA） 民間機関 
業務内容 製造業中小企業（会員企業）を対象としたコンサルティングサービスを実施する。 
登録者数 230 名（2008 年 7 月現在） 
登録要件 1) ビデオ講義とテキストに基づく自習の成果として、インターネットを通じた 500 問の試

験に 80％以上正答すること 
2) 1 週間の理論と実技の研修を受講し、評価に合格すること 

養成方法 ８モジュールから成るコンサルタント養成コースを受講する。 
登録有効期間 なし 
登録更新要件 － 
特記事項  
出所：実施機関提供情報に基づき調査団作成 

 

3.3.3 持続的開発のための基金（FUNDES） 

名称 コンサルタント 
実施機関 持続的開発のための基金（FUNDES） 民間機関 
業務内容 中小企業の経営効率を向上させ、市場競争力を改善するようコンサルティングサービスを実

施する。 
登録者数 89 名 
登録要件 1) 5 年以上のコンサルティング経験を有すること 

2) FUNDES のコンサルティング手法に関する筆記試験に合格すること 
3) 最低 1 社に対するコンサルティング実務の実技試験に合格すること 

養成方法 FUNDES のコンサルティング手法に関する教材が提供され、自習する。 
登録有効期間 ２年 
登録更新要件 1) 対象期間中に一定時間以上コンサルティングに従事していること 

2) 所定の評価フォーマットによるパフォーマンス評価の結果が良好であること 
3) 新しいコンサルティング手法に関する筆記試験に合格すること 

特記事項 専門性と経験により、シニアコンサルタントとジュニアコンサルタントに区分される。 
出所：実施機関提供情報に基づき調査団作成 

 

3.4 中小企業コンサルタントの登録・養成における課題 

本章で見てきた中小企業コンサルタントの登録・養成のほとんどは、中小企業支援に関わ

る機関各々が自らの事業に従事させるために独自に行うものである。事業に投入する人材の

調達・育成は支援機関自身の責任ではあるが、一方で、全体としてみると重複による非効率

が懸念される。 
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中小企業支援プログラムは多種多様であっても、標準的なビジネスコンサルティング手法

を用いる能力を証明する資格があれば、それを従事要件とすることにより各プログラムによ

るコンサルタント調達･育成を効率化できる。さらに、コンサルタントの基本的能力の評価

や養成に重複して費やされている資源を中小企業支援そのものへ仕向けることにより、支援

の効率化につながることが期待できる。 

 

第５章に詳述する職務能力認証国家制度における中小企業コンサルタント認証は、このよ

うなニーズに応えるべきものであった。しかし、実質的には稼動しておらず、各種中小企業

支援プログラムに従事要件として参照されるには程遠い段階である。 

結果として、中小企業コンサルタントの中核的な職務能力が明確に定義され共有されない

ままに各プログラム独自のカリキュラムによる養成が行われる状況が続いており、この個別

性と重複をいかに合理化するかが、メキシコの中小企業コンサルタントの登録・養成全体の

課題である。 
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第第４４章章  経経済済省省ににおおけけるる中中小小企企業業ココンンササルルタタンントトのの登登録録・・養養成成のの現現状状  

4.1 中小企業コンサルタント養成プロジェクトの概況 

経済省は 2004 年の中小企業基金
19
（FONDO PYME）設立時から、FONDO PYME を用い

てコンサルタント養成の様々なプロジェクトを実施してきた。2004 年から 2007 年までにコ

ンサルタント養成プロジェクトに費やした金額は、1,660 万ペソになる。 

 

4.2 「JICA メソッドによる中小企業コンサルタント」プロジェクト 

4.2.1 プロジェクトの概要 

「JICA メソッドによる中小企業コンサルタント
20
」プロジェクトは、即戦力となる中小企

業コンサルタントを選考し、研修を通じて共通のコンサルティング手法を習得させ、経済省

に登録するものである。 

 
表 4-1 「JICA メソッドによる中小企業コンサルタント」プロジェクトの概要（参考） 

名称 JICA メソッドによる中小企業コンサルタント 
期間 2008 年 7 月～2009 年 2 月 
対象地域 メキシコ全国の全自治体（32 州 26 拠点） 
上位目標 • 中小企業コンサルタントを養成・登録・活用する全国制度を確立する。 
プロジェクト

目標 
• 全国レベルで経験あるコンサルタントを選定して共通の中小企業コンサルティング手法を習得させ、「経済省登録中小企

業コンサルタント全国制度」につながる第 1 期登録コンサルタントとして 500 名を登録する。 
• 「経済省登録中小企業コンサルタント全国制度」を将来的に全国職務能力基準化・認証審議会（CONOCER）の仕組みに

統合する準備として、中小企業コンサルタント NTCL を改定する提案の基礎となる情報を収集する。 
アウトプット 1. 全国で 500 名の中小企業コンサルタントが、JICA 手法を中心とした研修を一定以上の成績で修了する。 

2. 上記の中小企業コンサルタントが、経済省の中小企業支援プログラムで働く資格を有する者として経済省に登録される。 
3. 経済省が中小企業コンサルタントを登録し、登録コンサルタントを中小企業支援プログラムに活用する仕組みへの道筋が

できる。 
4. 研修を受講した中小企業コンサルタントにより、CONOCER の中小企業コンサルタント NTCL が見直され、改訂提案がまと

められる。 
活動概要 1-1 プロジェクトに参加を希望するコンサルタントを、コンサルタント選考委員会が一定の基準により審査する。 

1-2 審査により参加資格を認められたコンサルタントを対象に、各州のプロジェクト本部が研修を実施する。 
1-3 研修プロセスの中で、参加コンサルタントを一定の基準により評価する。 
2-1 一定以上の評価を得た参加コンサルタントを、経済省の中小企業支援プログラムで働く資格を有する者として経済省が

登録する。 
3-1 登録したコンサルタントを経済省のデータベースに入力する。 
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3-2 登録したコンサルタントを任用する中小企業支援プログラムを特定する。 
4-1 研修プロセスの中で、参加コンサルタントに CONOCER の中小企業コンサルタント NTCL を見直させ、改訂提案をまと

めさせる。 
推進体制  資 金  

1） FONDO PYME より約 500 万ペソ 
 ＝ 参加費（1 人当たり 19,451.00 ペソ）の半額を補助 

2） 参加コンサルタントの負担 1 人当たり 9,725.50 ペソ 
 組 織  

1） 経済省内の担当部門 
 中小企業次官局 研修・コンサルティング部 

2） 仲介機関 
 メキシコ経営者連盟（COPARMEX） 

3） コンサルタント選考委員会 
 コンサルタントの選考およびプロジェクト運営の審議・全体調整を行う。 

   【議長】 経済省 
  【メンバー】 COPARMEX 
  CANACINTRA 
  Espacio Empresarial, S.A. de C.V. [CONOCER 認定評価センター、民間コンサルティング企業] 

   Crece Hidalgo, A.C.  [民間コンサルティング企業] 
   GCC Consultores  [民間コンサルティング企業] 
4） 各実施拠点の本部 

 各実施拠点の COPARMEX、CRECE、CANACINTRA 等を任命 
 

出所: 調査団作成 

 

4.2.2 プロジェクトの流れ 

図 4-1 にプロジェクトの流れを示す。 
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図 4-1 「JICA メソッドによる中小企業コンサルタント」プロジェクトの流れ 
 

       出所: 調査団作成 

 

(1) 研修プロセス 

研修は理論と実務の２段階構成である。 

理論研修は３週間の自己学習による。自習用教材はテキストを収録した CD、ビデオ講義

DVD、講義スライドの印刷物を綴じたパッケージである。テキストの推奨学習時間は 124

時間、ビデオ講義の総収録時間は 28 時間であり、相当のコミットメントを求められる分量

である。 

実務研修は８日間の集合研修による。集合研修は３つの実施機関が各々の強みを活かして

担当するが、CONOCER の中小企業コンサルタント NTCL を見直すためのワークショップ

（第１～２日）と、経済省プログラムで用いる手法（「JICA メソッド」）の習得（第３～８

日）とに大別される。 
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(2) 評価プロセス 

評価は研修プロセスに入る前の段階で行われる事前選考（書類審査）と研修プロセス参加

中に行われる多面評価から成る。 

多面評価は理論と実務の２層で構成され、100 点満点中 80 点が合格ラインである。理論

の評価は３週間の自己学習期間の後に電子メールによる試験で行う。自習教材に含まれてい

る内容範囲から択一式問題 450 問、事例問題 7 問が出題され、100 点満点中 70 点以上を合

格とする。実務の評価は３つの実施機関それぞれの講師による評価、実習を受け入れた企業

による評価、同じ実習グループの仲間による評価の加重合計である。 

応募コンサルタントが登録までの全プロセスを通過する合格率は約半分である。 

 

4.2.3 プロジェクトの評価 

(1) プロジェクトの成り立ちに起因する問題 

研修・コンサルティング部は本プロジェクトの速成に成功したが、研修・評価プロセスの

構成要素の間で本質的なすり合わせができているとは言い難く、寄せ集めの印象を否めない。

前述の通り走りながら考える態勢のため細部まで手が回らなかったこと、実施機関が各々の

担当範囲を超えて率直に議論する土壌が無かったこと、教材を含む研修コンテンツに対する

権利と責任の帰属が曖昧であること等が原因と考えられる。 

 

(2) 講師養成の必要性 

講師自身が知っているということと人に教えられるということとは別の次元の問題であ

り、受講者にとって新しい概念をどのように提示すれば短期間で正確な理解を促すことがで

きるのかという観点での講師養成が必要である。 

教材および講師用マニュアルも併せて改良すべきである。 

また、受講者のグループワークに介入する姿勢（ディレクティブかファシリタティブか）

や、公で話す基本的なマナー（事例企業の匿名性の確保など）についても、講師養成を通し

て好ましい水準を保つことが望まれる。 
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4.3 「JICA メソッドによる中小企業経営コンサルティング」プロジェクト 

4.3.1 プロジェクトの概要 

「JICA メソッドによる中小企業経営コンサルティング」プロジェクトは、「JICA メソッ

ドによる中小企業コンサルタント」プロジェクトによる登録コンサルタントが中小企業の求

めに応じてコンサルティングサービスを提供するもので、標準化された総合診断手法を適用

することにより低いコストで高い効果を挙げることを目指す。 

 
表 4-2 「JICA メソッドによる中小企業経営コンサルティング」プロジェクトの概要 

（参考） 

名称 JICA メソッドによる中小企業経営コンサルティング 
期間 2008 年 12 月～2009 年 12 月 
対象地域 メキシコ全国 
上位目標 • 中小企業コンサルタントを養成・登録・活用する全国制度を確立する。 
プロジェクト目標 • 「JICA メソッドによる中小企業コンサルタント」プロジェクトで経済省に登録された中小企業コ

ンサルタントを活用し、全国で 650 社の中小零細企業にコンサルティングサービスを実施す

る。 
• 効果的・効率的にコンサルティングサービスを提供する手法を確立する。 

アウトプット 1. 全国で 650 社の中小零細企業に対して、「JICA メソッドによる中小企業コンサルタント」プロ

ジェクトで経済省に登録された中小企業コンサルタントがコンサルティングサービスを提供す

る。 
2. 中小企業の経営課題に総合的に対応するコンサルティング手法の標準モデルを構築する。

3. 経済省登録中小企業コンサルタントを活用するメカニズムを構築する。 
活動概要 1-1 プロジェクトに参加を希望する中小企業を募集し、経営の概況を把握する事前診断を登

録コンサルタントが実施する。 
1-2 事前診断結果に基づいて適切な登録コンサルタントを割り当て、診断・助言を行う。 
2-1 JICA 手法を中心としてコンサルティングサービスの標準手順およびツールを開発し、登録

コンサルタントの活動に適用する。 
2-2 標準手順およびツールの適用状況と成果を検証し、効果的なモデルを開発する。 
3-1 事前診断結果に基づいて中小企業と登録コンサルタントとをマッチングする方法を立案

し、試行・改良する。 
3-2 登録コンサルタントの活動をモニタリング・評価する仕組みを立案し、試行・改良する。 

推進体制  資 金  
1） FONDO PYME より約 1,500 万ペソ 

 ＝ 参加費の一部（零細企業 70％、小企業 50％、中企業 30％）を助成 
2） 参加企業の負担 
  ＝ 1 社当たり 零細企業 11,748 ペソ、小企業 29,518 ペソ、中企業 53,977 ペソ 

 組 織  
1） 経済省内の担当部門： 中小企業次官局 研修・コンサルティング部 
2） 仲介機関： メキシコ経営者連盟（COPARMEX） 

出所：調査団作成 
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4.3.2 プロジェクトの流れ 

図 4-2 にプロジェクトの流れを示す。 

 

図 4-2 「JICA メソッドによる中小企業経営コンサルティング」プロジェクトの流れ 
 

    出所：調査団作成 

 

(1) コンサルティングプロセス 

コンサルティングは「JICA メソッドによる中小企業コンサルタント」プロジェクトの方

法論に則って実施される。 

事前診断
登録コンサルタントによる概況把握
【４時間】

コンサルティング
登録コンサルタントによる診断・助言
【（零細）46時間、（小）66時間、（中）76時間】

確認

締結

企業の参加受付
特設WEBサイト経由でCOPARMEXが受領

事
前
診
断
か
ら
終
了
ま
で
３
～
４
ヶ
月

診断と問題分析
JICA手法による根本問題の特定

助言と改善の計画
根本問題を解決する改善活動の提案

フォローアップと実施
改善活動の定期的なフォローアップ

クロス評価
別の登録コンサルタントによる実績と満足度の検証

評価とまとめ
改善効果の測定と今後の課題の整理

参加意思確認
経済省が歓迎レターを発出

契 約
企業-COPARMEXおよび

COPARMEX-コンサルタント
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登録コンサルタントによる着実な実行を支援するため、また進捗状況の把握を容易にする

ため、経済省はプロセスの標準化・定型化を一層進めた。コンサルティングの各段階で用い

る分析・計画ツールの雛形や日程計画様式・報告書様式等を調え、認証制 WEB サイトで提

供している。 

 

(2) クロス評価 

クロス評価は、コンサルティングを行う者とは別の登録コンサルタントが監査者として受

診企業を訪問して実施する。 

評価に用いる３種類の質問票が準備されている。「手法の適用」および「パフォーマンス」

はコンサルタントとの面談で提示された情報・資料の品質に応じて監査者が評価する。「受

診企業の満足度」は企業が評価する。 

 

4.3.3 プロジェクトの評価 

第６章以降で調査団が提案する「中小企業経営全般に関する第１次段階の相談相手」たる

中小企業コンサルタントの役割に対して、本プロジェクトにおける彼らの活動が相当に狭い

範囲に限定されている点に留意する必要がある。 

 

本プロジェクトの意義はむしろ中小企業コンサルティングへの間口の広い入口を提供す

ることにあると調査団は見ている。コンサルティングの費用対効果に半信半疑の中小企業に

とって、また中小企業クライアントの開拓が難しいコンサルタントにとって、両者を結びつ

け費用を補助する本プロジェクトは好機である。また、比較的経験の浅い者に実務の機会を

与える手段として本プロジェクトを展開すれば、中小企業コンサルタントの養成にも貢献す

るであろう。 

 

4.4 経済省の中小企業コンサルタントの登録・養成における課題 

(1) コンサルタント採用・養成の効率性 

現在経済省には統一された中小企業コンサルタント登録・養成制度はなく、コンサルタン

トデータベースも無い。 

採用するコンサルタントに関してのプログラム／プロジェクト間の調整はなされておら
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ず、今まで実施されてきたプログラム／プロジェクトに採用されたコンサルタントの情報も

共有されていない。プロジェクトは単年度予算で運営され、仲介機関はその都度、新規にコ

ンサルタントを用立てている。 

 

(2) コンサルタント人材の質の担保 

経済省のプログラム／プロジェクトに従事するコンサルタントは一般コンサルタント認

証を求められていない。他に合意された共通の基準も無い。目的であるプログラム／プロジ

ェクトに必要な特定の手法の研修に参加することのみが実質的な条件となっている場合が

多く、プログラム／プロジェクトに従事するコンサルタントがコンサルティングの前提とな

る知識や実務能力を有することを経済省が企業に対して保証するための審査が十分に行わ

れているとはいえない。 

 

(3) 広い視野に立った長期的なコンサルタント養成 

養成プロジェクトを修了したコンサルタントの記録が維持・共有されていないために、ど

こでどんな人材が経済省プログラム／プロジェクトに応じられるのか把握できず、結局彼ら

との関係はその場限りになってしまっている。養成プロジェクトが中小企業支援にどのよう

に貢献したのかも把握できないままである。 

 

これらの問題に、単年度予算を前提とし仲介機関を実施主体とする FONDO PYME のスキ

ームは少なからず責任があると考えられる。大所高所からの中長期的なビジョンが生まれに

くい構造といえよう。いかにして、質・量ともに信頼できる中小企業コンサルタントの供給

システムを構築し、継続性のある基盤として FONDO PYME のスキームに織り込むか。これ

が経済省の中小企業コンサルタント登録・養成における課題である。 
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第第５５章章  職職務務能能力力認認証証国国家家制制度度ににおおけけるる中中小小企企業業ココンンササルルタタンントト認認証証  

5.1 職務能力認証国家制度における中小企業コンサルタント認証 

5.1.1 CONOCER の組織 

CONOCER は、教育一般法
21
第 45 条に基づく「職務能力基準化制度と職務能力認証制度

の発足と運営のための一般規則および基準
22
」により、教育省

23
（SEP）の外郭団体として

設置されている公共法人である。 

メキシコにおける職務能力基準化・認証の制度化は 1993 年頃から始まり、1995 年に開始

された世界銀行の融資による技能教育訓練近代化プロジェクト
24
（PMETyC）で本格化した。 

PMETyC が終了すると、資金難から CONOCER は実質的な活動休止状態に陥った。 

現在の新生 CONOCER は、米州開発銀行の融資を得て 2006 年に開始された職務能力に基

づく人材養成多面的プログラム
25
（PROFORHCOM）の下で再活性化されたものである。 

 

5.1.2 職務能力の基準化および認証のフレームワーク 

図 5-1 に CONOCER による職務能力の基準化および認証の全体像を示す。 

 

                                                        
21

 Lay General de Educación 
22

 Reglas Generales y Criterios para la Integración y operación de los Sistemas Normalizado de Competencia 

Laboral y de Certificación de Competencia Laboral 
23

 Secretaría de Educación Pública 
24

 Proyecto para Modernización de la Educación Técnica y la Capacitación 
25

 Programa Multifase de Formación de Recursos Humanos Basada en Competencias 
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図 5-1 職務能力の基準化および認証の全体像 
 

  出所：「一般規則」をもとに調査団作成 

 

5.1.3 職務能力技術基準（NTCL）の構造 

NTCL の書式は統一されており、コード、タイトル、目的、承認日・公布日、レベル、全

国職業目録の該当職業および北米産業分類による分類を記述した概要情報、職務機能の概略

図、そして職務能力の具体的な基準により構成されている。 

基準は全体として樹形構造を持つ。NTCL は、対象職務が包含する１つ以上の職務能力ユ

ニットおよび各ユニットが包含する２つ以上の職務能力エレメントを定義し、各エレメント

についてパフォーマンス、成果品、知識の３種類の評価基準を列挙する。 
 

なお、2006 年以降の新生 CONOCER の下で新たに発行される NTCL は「第３世代」と呼

ばれ、その構造や運用が従来と異なる。5.1.2 および 5.1.3 は第３世代について記述した。 

 

5.1.4 中小企業コンサルタントに関連する現行の NTCL 

コンサルティングセクター基準化委員会は 11 の NTCL を発行しているが、このうち実際
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に活用されているのは「一般コンサルタント
26
」「コンサルティングセールス

27
」「戦略プ

ラン作成支援
28
」の３つのみである。「中小企業コンサルタント

29
」は、公布および認証機

関・評価センターの認定は済んでいるが、認証実績がまだない。 
 

中小企業コンサルタント NTCL の概略を図 5-2 に示す。職務能力レベルは５に該当する。 

コンサルティングサービスの開始と終了に関する２つの必須ユニットと、企業経営の機能

分野別のコンサルティングサービスの実施に関する５つの選択ユニット（１つを選択）で構

成される。合計３つのユニットを取得すると、中小企業コンサルタントとして認証される。

戦略、人材、マーケティング、財務といった専門分野ごとの中小企業コンサルタント像であ

る。 

 

5.1.6 中小企業コンサルタント NTCL の特徴 

中小企業コンサルタント NTCL は、コンサルティングの仕事に携わる中でコンサルタン

トとして一定以上の習熟度に達した者を認証するための基準であって、これからコンサルタ

ントとして働き始めようという者に前提となる知識の証明として資格を与えるものではな

い。 

ここでメキシコの中小企業コンサルタント制度について示唆されるのは、実務経験を積む

ための養成の必要性である。理論知識は独学で身につけることも可能だが、中小企業コンサ

ルタントとしての実務経験を個人の努力で蓄積するのは容易ではない。現状では、コンサル

ティング機関・企業に勤めるなど各人の機会獲得に任されており、中小企業コンサルタント

の量的充実を図るうえではボトルネックになりかねない。 

優秀なコンサルタントになる見込みのある未経験者に対し、広く実務経験の機会を提供す

る仕組みを設ければ、職務能力認証の取得促進に寄与するであろう。 

 

                                                        
26

 CCON0147.03  Consultoría general 
27

 CCON0396.02  Ventas consultivas 
28

 CCON0507.01  Coodinación del proceso de elaboración de un Plan Estratégico 
29

 CCON0657.01  Detección de áreas de oportunidad y mejoras de PyME 
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図 5-2 中小企業コンサルタント NTCL の構成 
 

 
  出所：NTCL をもとに調査団作成 

 

5.1.7 制度改正の動き 

2009 年８月末時点の情報によると、改正一般規則が近々官報公示され職務能力の基準化

および認証の制度が変更される予定である。これに伴い、CONOCER の組織体制や関連す

る名称・用語も刷新される予定である。 

なお、5.1 に記述した内容は 2009 年８月末現在の公式情報に基づいている。 
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第第６６章章  中中小小企企業業ココンンササルルタタンントト登登録録・・養養成成制制度度のの構構築築にに向向けけてて  

6.1 中小企業コンサルタントの役割とマーケット 

他の分野の専門コンサルタントのマーケットと比較して、中小企業コンサルタントのマー

ケットには次のような特徴がある。 

 

産業の基盤とも言える中小企業の振興は常に国の経済発展にとって必須の

課題であり、経営資源の不足を補うコンサルタントの需要は高いものの、その

需要は１） 中小企業自身が改善の必要性と可能性を必ずしも自覚していない

ケースがあること、２） 改善の必要を自覚していても多くの場合コンサルタ

ントを雇用する資金的能力がないこと、３） 手間のかかる割にはコンサルテ

ィングの成果が短期間では現れにくいこと、などから、潜在的なものといえる。

結果として、政府がその需要を掘り起こし、コンサルタント費用の一部を補助

金で負担する公的支援プロジェクトが中小企業コンサルタントの主たるマー

ケットとなる。中小企業コンサルタントが国家の中小企業振興の推進役として

の役割を担っていることになる。 

 

資金的に余裕のある大企業を主たる顧客としているコンサルタント企業に

とって公的支援プロジェクトは必ずしも魅力がないこと、中小企業の立場から

はコンサルタント料の負担能力の点から、中小企業のコンサルティングのマー

ケットではコンサルタント企業よりも個人コンサルタントへの需要が高い。 

 

この２つの特徴から、本調査のテーマである経済省による中小企業コンサルタント登録・

養成制度の必要性と中小企業コンサルタントの資質要件が説明できる。 

 

(1) 中小企業コンサルタント登録制度 

中小企業コンサルタントの主たるマーケットである公的支援プロジェクトにおいては、コ

ンサルタントを市場原理だけに任せておくことは適切ではない。中小企業振興の責任ある立

場である政府には、予算を支出して雇用する中小企業コンサルタントの能力、経験、資質を

審査し登録する制度が必要である。制度の信頼性は、適正な予算運営を保証するだけではな

く、コンサルタントの質を保証することで企業からの更なる需要を掘り起こし、ひいては国



第６章 中小企業コンサルタント登録・養成制度の構築に向けて 

36 

の目標である中小企業振興に繋がることになる。 

 

(2) 中小企業コンサルタントの資質要件 

中小企業コンサルタントの業務は通常、診断、改善計画の策定、改善への助言、評価とい

うプロセスで進む。特に入口である企業診断においては、経営者自身が問題の所在や取り組

むべき課題を正しく把握できていないケースが稀ではない。経営、戦略、市場、組織、人事・

人材養成、財務管理、生産管理、販売管理、マーケティングなどの、相互に関係する企業マ

ネジメントに関わるあらゆる業務に亘る幅広い、経験に基づいた知識が求められる。中小企

業コンサルタントはまず中小企業マネジメントに関するジェネラリストでなければならな

い。 

 

6.2  中小企業経営の専門家としての中小企業コンサルタントの機能と求められる能力 

中小企業経営の専門家である中小企業コンサルタントに期待される機能は次の２つであ

る。 

 

(1) 中小企業経営者にとって最も身近な相談相手となり、専門的な立場から経営課題に

対応するための診断・助言を行い、クライアント企業の成長発展を支援するアドバ

イザー 

(2) 中小企業のあらゆる経営課題に総合的・継続的に対応することを旨とし、複雑高度

な課題に対しては相応しい専門家と円滑に連携し協働で解決にあたるコーディネー

ター 

 

より具体的に、中小企業コンサルタントの職務範囲を広さと深さという概念で捉えたのが

図 6-1 である。 

広さは次の３つの軸により定義することができ、いずれも全域をカバーすることが求めら

れる。 

1) コンサルティングサービスの対象とするセクター（製造業、商業、サービス業） 

2) コンサルティングサービスの対象とする経営機能（経営管理、人的資源、財務、オ

ペレーション、マーケティング） 

3) コンサルティングサービスのプロセス（開始、診断～改善計画～改善策の実施～評

価、終了） 
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深さは、中小企業経営者の最も身近な相談相手として日常的な経営課題に対処できるレベ

ルが必須要件である。目安として、「どのセクターのどのような業種・業態の中小企業に対

しても、全ての経営機能について少なくとも経営上の問題を感知することができるレベル」

を提案する。加えて、自分の得意分野に引き込んで課題設定してしまうことなく、中小企業

を総体として偏りなく診て、改善の優先順位を的確に判断することができるバランス感覚を

重視すべきであろう。 

 

図 6-1 広さと深さで捉えた中小企業コンサルタントの職務範囲 

 

 

これら機能を果たすために必要とされる知識や能力を特定し、職務能力の階層別に相互の

連関をマッピングしたものを図 6-2 に示す。 

 

深さ

日常的な課題

製造業

商業

サービス業

終了

評価

実施

計画

診断

開始経営管理

人的資源

マーケティング

オペレーション

財務

広さ（3）プロセス

広さ（2）経営機能

広さ（1）セクター

出所: 調査団作成 
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6.3 メキシコの中小企業コンサルタントの需要と供給 

中小零細の合計約 290 万の事業所が中小企業コンサルタントの潜在的なマーケットとい

うことになる。セクター別、規模別の事業所数のデータを基に試算してみると、需要は全国

レベルで計 67 万事業所となる。仮に５年間でこれを達成するという目標を立てると、年間

13 万 4,000 事業所に対応する必要があることになる。 

診断とそのフォローアップとしての企業の改善への助言に費やす時間と期間を 70 時間

（４ヵ月）として単純計算をしてみると、約 6,000 人の登録コンサルタントがフルタイムで

稼働する必要があることになる。 

 

一方メキシコにおける中小企業コンサルタントの供給側の現状に関しては、主要な政府機

関や民間機関を訪問調査した結果を第３章、第４章に記述した。 

調査団が提案しているオールラウンドの知識と経験を持ったジェネラリストとして中小

企業コンサルタントを登録していると考えられるのは経済省、観光省、CANACINTRA だけ

であり、中小企業向け支援の統一窓口業務を目的とし、コンサルティング業務も含む経済省

の全国プログラムである「メヒコエンプレンデ企業サポートセンター」も開始されたばかり

である。 

 

メキシコにおいて、想定される中小企業からの膨大な潜在需要に対して、中小企業コンサ

ルタントの数が絶対的に不足していることは明らかである。 

 

6.4 経済省の中小企業コンサルタントの登録・養成制度への提案 

6.4.1 経済省の中小企業コンサルタント登録・養成制度構築における留意点 

(1) 中小企業コンサルタントのプロファイルと共有データベース 

経済省として、中小企業コンサルタントのべースとなる資質要件を審査するプロジェクト

横断的な仕組みを構築し、審査に合格したものを“経済省の中小企業コンサルタント”とし

て登録するデータベースを構築する必要がある。 

このデータベースを経済省の各支援プロジェクトが共有することで、現在のようにプロジ

ェクト毎に研修プログラムを設計し実施するのに比較して、予算配分の全体最適にも繋がる

ことになる。 
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(2) プロジェクトの目的に沿った特定の手法の研修 

各支援プロジェクトに必要な特定の手法の研修への参加は、このデータベースへの登録を

条件とするべきである。研修の対象者をその都度外部から公募するのではなく、上記のデー

タベース登録者に対して行う。 

 

(3) データベースの運営 

データベースは国の中小企業の振興を担う経済省中小企業次官局の共有のツールとなる

ものである。FONDO PYME の単年度予算で実施される個別のプロジェクトとは異なり、こ

のデータベースの構築、登録審査業務、メンテナンスは、長期的な方針を立てた上で、経済

省の直接の予算とスタッフで、運営されるべきであろう。 

 

(4) データベース登録のための審査 

審査は申請者のコンサルタントとしての実施能力を成果と知識と適性で評価するものと

し、この３つのすべてにおいて一定レベル以上の評価を受けたものが登録されることになる。 

 

(5) 知識の習得 

知識の習得は自習によって可能である。 

ジェネラリストとしての中小企業コンサルタントという概念はメキシコにおいては新し

い。個別分野の専門書はメキシコでも容易に手に入るが、この趣旨の包括的な標準教科書は

稀である。経済省がこれを用意し公開することは申請者の自習のガイドとして有効であろう。 

 

(6) データベース登録へのインセンティブの確保 

登録者に対して仕事の場を提供することで、登録志願者も増え、制度も回転することにな

る。データベース登録を支援プロジェクトへのコンサルタント採用の条件とする。 

 

(7) 登録更新制度 

データベースへの登録には、当該期間の業務実績などを条件とした更新制度を設ける。更

新制度により登録者のコンサルタントとしての経験の蓄積と質の向上を確保することがで
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きる。 

 

(8) コンサルタント養成の２つのケース 

養成の対象としては次の２つのグループが想定される。 

 

a） 特定分野の専門コンサルタント 

既に特定分野の専門コンサルタントとして活動はしているものの、ジェネラリス

トとして必要な他分野にわたる幅広い知識に欠けており、データベースの登録要

件を満たさない。 

 

b） コンサルタント未経験者 

大学で学んだ知識を生かしてコンサルタントになりたい若い学卒者、企業での勤

務経験を生かしてコンサルタントとして働きたいという意欲のある者などで、コ

ンサルタントとしての実務経験が無く、データベースの登録要件を満たさない。 

 

コンサルタント養成というテーマに対して往々にして b）グループのみが対象として議論

されるが、即戦力であり需要の高い a）グループのジェネラリストへの養成と登録への取り

込みにも配慮が必要である。 

 

(9) コンサルタント養成の仕組み 

意欲と適性があり経済省のデータベース登録を希望しながらも、経験不足が理由で不合格

とされる応募者に必要なのは、経験の場を提供することによる実技（実施能力と経験）の”

養成”である。 

経済省は一定の審査を行った後、これらのコンサルタント希望者を中小企業ジュニアコン

サルタントとして受け入れ、充分な経験を有するコンサルタントである“シニア”と対比し

て登録する。そして 1) シニアコンサルタントの監督の下で各部局の中小企業支援プロジェ

クトにジュニアコンサルタントを参加させる、 2) 経済省が資金的な支援をすることで民間

コンサルタント会社にジュニアコンサルタント採用を奨励する、などの方法でシニアとして

の登録への道を提供することができる。 
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6.4.2 経済省中小企業コンサルタント登録・養成制度提案の全体像 

図 6-3 は上記の留意点を踏まえた、経済省中小企業コンサルタント登録・養成制度の提案

の全体像である。 

 

経済省中小企業コンサルタント登録・養成制度の一連の業務は、単年度の予算で実施され

る個々のプロジェクトとは別に、経済省の直接の予算とスタッフで実施する。 

 

6.5 経済省中小企業コンサルタント登録・養成制度を国家資格制度へ発展させる将来

像 

図 6-4 は 6.4 で提案している経済省中小企業コンサルタント登録・養成制度の特に汎用性

の高い部分を国家資格制度に置き換え、重複しないように２つの制度を連結した将来像を示

している。 

目的は、コンサルタントを採用する経済省でもなく採用されるコンサルタントでもない第

三者による評価に基づく採用システムを導入し公正性･透明性を高めること、そして、経済

省の中小企業支援プログラム／プロジェクトで働く条件ということに留まらず中小企業コ

ンサルタントとして基本的な職務能力を有することを世間一般に対し保証する資格を創設

し、現状では重複が多いコンサルタント養成の効率化を促すことである。 
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第第７７章章  パパイイロロッットトププロロジジェェククトト  

7.1 パイロットプロジェクトの実施概要 

表 7-1 はパイロットプロジェクト計画を整理したものである。 
 

表 7-1 パイロットプロジェクトの概要 

パイロットプロジェクト概要 

上位目標 「経済省中小企業コンサルタント登録・養成制度」の確立 

プロジェクトの目的 「経済省中小企業コンサルタント登録・養成制度」の運用プロセスが確定し、部局横断的な

制度として経済省中小企業次官局内部に認知される。 

期待されるプロジェ

クトの成果 

1 中小企業コンサルタントの選考が公平に実施され、改善点が特定される。 

2 経済省中小企業コンサルタントデータベースが構築される。 

3 コンサルタント養成を目的とした中小企業ジュニアコンサルタントデータベース登録が

開始される。 

4 経済省中小企業次官局内の各部局・プログラムに対して、プロジェクトおよび「経済省

中小企業コンサルタント登録・養成制度」が周知される。 

スコープ 経済省中小企業コンサルタントデータベースへの登録のための選考プロセスまでとし、

JICA メソッドを含む特定の中小企業支援手法の研修は含まない。 

活動リスト 1-1 参加コンサルタントの募集 

1-2 書類審査 

1-3 １次筆記試験（択一式問題） 

1-4 面接試験 

1-5 座学研修 

1-6 ２次筆記試験（記述式ケーススタディ問題） 

1-7 合否判定 

2-1 経済省中小企業コンサルタントデータベース登録 

3-1 経済省中小企業ジュニアコンサルタント審査基準策定 

3-2 経済省中小企業ジュニアコンサルタントの選考・登録 

4-1 経済省中小企業次官局内の各部局・プログラムに対するプロジェクトと制度の紹介 

実施体制 経済省（中小企業次官局 研修・コンサルティング部）が実施する。 

調査団は経済省に協力する。 

「JICA メソッドによる中小企業コンサルタントプロジェクト」の実施体制を引き継ぎ、民間コン

サルタントを活用する。民間コンサルタントのうち１社を研修・評価機関とする。 

実施時期 準備作業開始 2009 年２月 

実施  2009 年８～９月 

 出所：調査団作成 
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経済省中小企業コンサルタント登録・養成制度も将来的には第三者評価体制を取り入れる

ことが望まれる。そこで、パイロットプロジェクトの実施においても第三者評価体制に準じ

た運用を試行する。書類審査、筆記試験、面接試験の採点や座学研修を経済省が自ら行うの

ではなく、民間コンサルタントに委託することにより評価の透明性を高める。 

 

参加コンサルタントについて経済省登録の可否を判定するための評価は、書類審査・１次

筆記試験・面接試験・２次筆記試験の４段階で行う。それぞれの評価段階で用いる評価ツー

ルを表 7-2 に示す。 

 
表 7-2 評価ツールの目的と概要 

 目的 概要 
書類審査 応募コンサルタントの履歴を評価し、コン

サルティング経験に応じてシニア登録候

補者とジュニア登録候補者に分類する。 

所定の様式で申告される応募者の職務

経験と学歴を、予め設定した基準に基づ

いて採点する。 
１次筆記試験 中小企業コンサルタントとして有すべき

理論知識の習得度合いを評価する。 
理論知識教材と同じ 11 モジュールにつ

いて各 10 問（計 110 問）の択一式問題

を出題し、正答率により採点する。 
面接試験 態度・姿勢、対人関係能力・コミュニケー

ション能力の観点から適性を評価する。 
受験者 1 人あたり 20 分程度で口頭試問

し、予め設定した評価項目および尺度に

より複数の面接試験員が評価を行う。 
２次筆記試験 中小企業のコンサルティングを行うため

に必要な応用力を評価する。 
中小企業の事例に対し模擬的な診断･助

言を行わせる記述式問題を出題し、正答

率により採点する。 
出所: 調査団作成 

 

合否の判定は全プロセスを終了した後に評価ステップごとに重みづけした総合得点によ

り行う。表 7-3 に評価ツールのウエイト設定を示す。 

 
表 7-3 評価ツールのウエイト設定 

書類審査 １次筆記試験 面接試験 ２次筆記試験 計 

20% 30％ 20％ 30％ 100％ 
   出所: 調査団作成 

 

パイロットプロジェクトの評価項目と第６章 図 6-2 で提示した中小企業コンサルタント

職務能力要件との対応を表 7-4 に示す。全 18 項目を組み合わせることにより、職務能力要

件を漏れなく評価できるよう配慮した。 
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合否判定基準は以下のとおりとした。 

 

• 総合得点が 60 点以上の者を合格とする。 

• 書類審査における「コンサルタントとしての経験」と「成功実績」の合計点が

58 点満点中 36 点以上の者をシニアコンサルタント、36 点未満の者をジュニア

コンサルタントとする。（ジュニアコンサルタント登録候補者については、最

終合否判定で不利になることを避けるため、「コンサルタントとしての経験」

および「成功実績」の合計得点として一律 35 点を便宜的に付与して書類審査の

成績とする。） 

• 次に該当する者は、総合得点の如何にかかわらず失格とする。 

・ １次筆記試験において１つでも０点のモジュールがある者 

・ ２次筆記試験において５つの経営機能分野（経営管理と法的側面、人的資源

管理、オペレーション〔製造業･商業・サービス業〕、財務と会計、マーケ

ティングとイノベーション）に１つでも０点の分野がある者 

・ 座学研修に１科目でも欠席した者 

 

7.2 パイロットプロジェクトの実施結果 

経済省のプログラム／プロジェクトおよび外部から合わせて 91 名が応募を確定した。う

ち、65名が選考プロセスに参加した。ただし評価ツールをすべて受験した者は 53名であり、

最終合否判定はこの 53 名を対象に行った。 

各評価ツールの成績の統計を表 7-5 に示す。 

 
表 7-5 各評価ツールの成績 

 受験者数 最低点 最高点 平均点 
書類審査 79 50 86 69.27 
１次筆記試験 65 35 85 58.20 
面接試験 65 32 100 67.62 
２次筆記試験 59 17 97 49.20 
総合得点 53 42.92 79.36 59.82 

   出所：調査団作成 

 

表 7-6 は合否判定結果の統計である。 
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表 7-6 合否判定結果 

  人数 ％ 人数 ％ 

シニアコンサルタント 17 32.1% 合格 

ジュニアコンサルタント 3 5.7% 

20 37.7% 

シニアコンサルタント 6 11.3% 不合格 

ジュニアコンサルタント 9 17.0% 

15 28.3% 

失格 18 34.0% 

小 計 53 100.0% 

全ての評価ツールを受験しなかった者 38 ― 

総 計 91 ― 
注：総合得点が 60 点以上の者を合格とする。  
出所：調査団作成 

 

時間配分および教材には改善余地が見られるものの、座学研修は概ね参加者の期待に応え

る有用なものであったとの評価を得ている。研修はワークショップによる事例検討を主体に

構成されたため各々の分野を得意とする者からの知識共有が自然と成され、ジェネラリスト

養成のために全分野の知識の標準化を図る目的に照らし短期間で行う手法として効果的で

あると見受けられた。 
 

「経済省中小企業コンサルタント登録・養成制度」の確立とその本格的な運営、および調

査の最終提言に反映すべき評価項目は次の２点である。 

 

(1) コンサルタント選考方法の有効性、公平性および改善点 

ジェネラリストとしての中小企業コンサルタント選考において重要なのは２回に分けて

実施する筆記試験である。 

得意・不得意が大きく偏っている参加者も確かに居り、モジュールごと・分野ごとに最低

限クリアしなければならないラインを課すことには意義がある。ただし、パイロットプロジ

ェクトではモジュールごと・分野ごとの平均点に格差があったことも事実であり、試験問題

の難易度を科目間で平準化することは今後の課題である。また特に２次筆記試験問題におい

ては題意を誤解したと見られる解答も散見されたため、問題作成技術の洗練が求められる。 
 

(2) 経済省の他部局による制度の認知、受け入れ状況 

全国インキュベーションシステム、COMPITE、エクステンシオニスモ･フィナンシエロ全

国プログラム等からパイロットプロジェクトへの参加を得た。これらのプログラム／プロジ

ェクトと、パイロットプロジェクトに派遣されたコンサルタントのパフォーマンス等につい

て具体的に意見交換しながら、経済省中小企業コンサルタント登録・養成制度の確立に向け

た現実的なすり合わせを行っていくことが必要である。 
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第第８８章章  経経済済省省中中小小企企業業ココンンササルルタタンントト登登録録・・養養成成制制度度構構築築へへのの  
アアククシショョンンププラランンのの提提言言  

第８章ではまず経済省の中小企業支援プロジェクトに従事するコンサルタント選考の現

状に対して、新たな中小企業コンサルタント登録制度構築を提案する理由を整理したうえで、

第６章で示した将来像を基に、第７省のパイロットプロジェクトで得た教訓を反映して、実

現すべき制度を具体的に提示する。次にその構築に向けてのアクションプランを提言する。 
 

8.1 経済省の中小企業コンサルタント登録の現状 

図 8-1 は経済省中小企業次官局の各部局が関与する様々な中小企業支援プロジェクトに

従事するコンサルタント採用の現状のイメージである。 

 

図 8-1 経済省中小企業次官局のコンサルタント採用の現状 

    出所: 調査団作成 
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この現状には、中小企業コンサルタントに関連するそれぞれの立場から、次のような問題

点があることは、現状把握調査のヒアリングにおいて確認をしている。 
 

a. 支援を受ける企業・民間セクターの立場から 

• コンサルタントの選考プロセスが特定の目的に必要な知識と手法の研修に特化さ

れており、中小企業コンサルタントとしての基本的な質（能力・経験）と適性が

保証されているとはいえない。 

• 特定の目的を持つプロジェクトに対応する分野ごとの専門コンサルタントはいる

が、企業の問題点を見つけ出し取り組むべき課題を特定し、適切な支援プロジェ

クトに繋ぐスキームがなく、対応するコンサルタントもいない。 

• 需要に対してコンサルタントが不足している。 

 

b. 予算を使いコンサルタントを採用する経済省の立場から 

• 異なる目的のプロジェクトであっても、プロジェクトに必要な特定手法の研修の

前に行うべきコンサルタントの能力審査の相当部分は共通する。この部分を各プ

ロジェクトが個別に審査をしていることになり、コストと時間を無駄にしている。 

• 単年度予算によるプロジェクトであり、審査を毎年繰り返す無駄がある。 

 

c. コンサルタントの立場から 

• 複数のプロジェクトへの応募で何度も似たような審査を受ける必要がある。 

• 単年度予算のプロジェクトの登録のために、審査を毎年繰り返し受ける必要があ

る。 

• 支援プロジェクトのコンサルタント選考プロセスは仲介機関に任されており、そ

の内容と基準に透明性が欠けている。 

• これからコンサルタントを目指す立場としては 1) 中小企業コンサルティング

に必要な能力基準がなく、コンサルタントとして登録されるために必要な知識と

経験のレベルが不明であり目標が定められない、2) 仕事の機会が無く経験を積

むことが出来ない。 
 

プロジェクトごとにばらばらである中小企業コンサルタントの現状とその問題点の解決

のために、経済省としての統一されたコンサルタント登録・養成制度の構築の必要性は明ら

かである。 
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8.2 経済省中小企業コンサルタント登録・養成制度構築の提案 

8.2.1 提案制度の要諦 

提案する制度ではコンサルタントの選考と登録を次の２段階で行うこととする。重複によ

る無駄を避けるとともに、個別プロジェクトの需要に応じた異なる採用条件の確保を考慮し

ている。 

 

第１次選考： 中小企業コンサルタントとして必要な最低限の知識と経験と適性をもと

に選考を行い登録する。 

第２次選考： 第１次選考で登録されたコンサルタントに対して、各支援プロジェクトに

必要な専門性について審査、または研修を行い、登録する。 

 

図 8-2 は、図 8-1 に示した現状と対比することを目的として作成した提案制度のイメージ

図である。この制度では上記の第１次選考を経済省が自らの予算とスタッフで行い省内共通

のデータベースを構築し運営する。経済省の全ての支援プロジェクトのコンサルタントはこ

の経済省のコンサルタントマスターデータベースへの登録が義務付けられ、各支援プロジェ

クトではこの経済省のマスターデータベースに登録されたコンサルタントに対して、特定の

手法なり知識の研修を第２次選考として行い採用する。第 2 次選考の方法は現状と同じく各

支援プロジェクトの仲介機関に任される。 

 

提案する制度の要諦は下記の４点である。 

 

(1) コンサルタントの質の保証 

どの中小企業支援プロジェクトに従事するにせよ、中小企業コンサルタントとしての必要

最低限の条件に基づく選考プロセスに合格することを義務付けることで、コンサルタントの

質を保証する。経済省の支援プロジェクトへの信頼を醸成し、コンサルタントに対する更な

る需要の喚起にも繋がる。 

 

(2) コンサルタント選考プロセスの透明性の確保と簡素化 

経済省の中小企業コンサルタントマスターデータベース登録に必要な条件と選考プロセ

スを確立し外部にも公開する。プロジェクト横断的なものとすることで、コンサルタント選
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考プロセスの透明性を確保し、さらに全てのプロジェクトがこの制度を共有することで現在

のコンサルタント選考の状況を大幅に簡素化する。 

 

図 8-2 提案する経済省のコンサルタント登録・養成制度のイメージ 
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   出所: 調査団作成 

 

(3) 経済省による運営管理 

中小企業コンサルタントの第１次選考とマスターデータベースの運営管理は、個別の支援

プロジェクトからは独立させ、経済省中小企業次官局の１つのプログラムとし、中長期的な

予算措置を確保する。継続実施しデータを蓄積することで徐々に制度が広く認知され、利用
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されることになる。 

 

(4) コンサルタント養成の仕組み 

経済省は養成・教育機関ではなくコンサルタント養成プログラムの直接実施は管轄外であ

るが、中小企業コンサルタントの養成は中小企業振興を掌る経済省の課題でもある。データ

ベース登録とプロジェクトでの業務機会を繋げることで、コンサルタント志望者に対するイ

ンセンティブを与える。また登録のための選考プロセスにコンサルタント養成の仕組みを組

み込む。 

 

8.2.2 制度構築の目標 

経済省による中小企業コンサルタント登録・養成制度構築の提案の国レベルでの上位目標

は次の好循環を実現することである。 

 

“中小企業コンサルタントの質と量が充実することで、中小企業が活性化し、中小企業コ

ンサルタントに対する需要が拡大する。中小企業コンサルタントという職業に対するモティ

ベーションが高まると同時に、コンサルタント養成へのインセンティブが高まり、養成・研

修プログラムが強化される。その結果中小企業コンサルタントの質と量が更に充実する。” 

 

8.3 経済省中小企業コンサルタント登録・養成制度 

8.3.1 選考プロセス 

登録のためのコンサルタント選考プロセスは書類審査から２次筆記試験（記述式）までの

4 段階とする。各段階での評価を最終的には表 8-1 に示すウエイトを乗じて総合得点を算出

し、合否を決定する。これはパイロットプロジェクトで試行したものである。 

 
表 8-1 選考の各段階のウエイト 

書類審査 １次筆記試験 面接試験 ２次筆記試験 計 

20% 30％ 20％ 30％ 100％ 
   出所: 調査団作成 
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合否判定のラインとしてはパイロットプロジェクトでの経験を踏まえ、総合得点 60 点な

いし 70 点のレベルとする。 

実施予算節減のために、本格実施に際しては下記の方法を提案する。 

 

“全員を最後の段階である２次筆記試験まで受け入れる代わりに、書類審査と１次筆記試

験が終了し評価が終わった段階で、続く面接試験と２次筆記試験で満点をとったと仮定して

も総合得点で合格レベルに達する可能性の無い成績の応募者を抽出し、不合格とする。” 

 

(1) 書類審査 

審査の採点はパイロットプロジェクトで用いた基準（表 8-2）に基づいて行う。書類審査

最終評価では評価項目毎の評価点の合計を用い、必須の項目は無い。 

 
表 8-2 書類審査の採点基準 

評価項目 採点基準 配点 

経 験 68 点 
1 コンサルタントとしての経験 ～5 年で 

6 年～10 年で 
11 年以上で 

25 点 
30 点 
40 点 

40 点 

2 成功実績（コンサルティング

実績企業の照会先を申告） 
1 つで 
2 つで 
3 つで 

6 点 
12 点 
18 点 

18 点 

3 企業勤務経験 経験があれば年数に関わらず 5 点 
4 研修講師としての経験 経験があれば年数に関わらず 5 点 

学 歴 32 点 
5 学士号 取得していれば（要証憑） 15 点 
6 修士号 取得していれば（要証憑） 2 点 
7 博士号 取得していれば（要証憑） 2 点 
8 講座

30
受講歴 受講していれば時間数に関わらず 3 点 

9 関連分野の研修受講歴 受講していれば時間数に関わらず 3 点 
10 語学 母国語と比較して 50%以上の能力があれば 2 点 

11 資格・認証 コンサルティング関連で取得していれば 5 点 
   出所:調査団作成 

 

                                                        
30

 Diplomado 
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(2) １次筆記試験（択一式） 

中小企業コンサルタントとして有すべき基礎理論知識の習得度合いを問うもので、教室で

行う集合試験である。 

科目および問題の内容とレベルは後述する公開教材に準じたものとし、パイロットプロジ

ェクトで行ったように、11 の科目各 10 問、計 110 問、試験時間は 150 分とする。 

全ての科目において一定以上の点数を取ることが条件である。パイロットプロジェクトの

結果得られた問題毎の正解率はそれぞれの難易度の指標となるものである。この指標をもと

に、本格的な選考実施においては、例えば全ての科目の 10 問を、難レベル３題、普通レベ

ル４題、易レベル３題のように選択することで、各科目の問題の難易度を平均化することが

できる。平均化が出来た段階で、科目毎の合格ラインを例えば一律 40%以上と設定する。 

 

(3) 面接試験 

コンサルタントとして不可欠なコミュニケーション力、自己表現力を中心に、コンサルタ

ントとしての適性を評価することが目的である。 

表 8-3 は面接を初めて行ったパイロットプロジェクトの経験を踏まえた面接試験要領で

ある。 

 

表 8-3 面接試験要領 

出所：経済省と調査団の共同作成 

 

1. 面接前準備 提出された書類に基づき各応募者のプロファイルを面接者に事前に配布す

る。 

2. 面接者 ３名以上の面接者グループで面接を行う。面接者グループはコンサルタント

としての経験をもつもの、中小企業の知見をもつもの、更に面接による評価

の専門家を組み合わせて構成する。第三者認証の考え方から経済省の職員は

含めない。 

3. 面接時間 一人 15 分から 20 分を目安とする。 

a. 知識更新と自己啓発 

b. 中小企業の現状・挑戦・選択肢に関する知識 

c. 変化対応力とシステムズアプローチ 

d. 企業経営に関する意識と企業主や起業家に対する姿勢 

4. 評価項目 

e. 導入・連携・応用の能力 

5. 質問 事前に評価項目ごとの標準的な質問についての取り決めを行う。 

6. 評価方法 各面接者による評価項目ごとの５段階評価を集計し、平均点を求める。 
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(4) 記述式筆記試験 

具体的な中小企業の例を取り上げ、その診断と課題設定までを模擬的に紙の上で解答させ

ることで、知識の幅と深さ、現場への応用力を評価する。公平な評価の為に、詳細な採点基

準を事前に設定しておく必要がある。解答時間は２時間ないし３時間とする。 

 

8.3.2 広報と選考実施年間計画 

(1) 広報活動 

経済省のホームページや経済省地方事務所(Delegación)を通して制度の広報を常時行う。

さらにコンサルタント企業、製造業、商業・サービス業関連団体のホームページ及び定期刊

行物も制度の広報に利用する。 

 

(2) 選考実施年間計画 

選考の実施時期と実施場所の年間計画を策定し、制度の広報とともに公開する。年間実施

計画に合わせて、経済省は応募を取りまとめる。 

 

8.3.3 経済省中小企業コンサルタントマスターデータベースと登録 

(1) 経済省中小企業コンサルタントマスターデータベース 

中小企業コンサルタントマスターデータベースは各登録コンサルタントに関する登録申

請データ、経済省による中小企業支援プロジェクトへの業務従事履歴とその評価結果などの

全てのデータを一括管理するものである。 

経済省の中小企業支援プロジェクトに従事するコンサルタントにはまずマスターデータ

ベース登録が義務付けられる。その上で各支援プロジェクトではマスターデータベースの登

録コンサルタントにプロジェクト特有の手法や知識をテーマに第２次選考ないしは研修を

行い、当該プロジェクトに従事するコンサルタントをプロジェクトデータベースに登録し、

管理する。 
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図 8-3 経済省中小企業コンサルタントデータベース概念図 
 

   出所: 調査団作成 

 

図 8-3 は経済省中小企業コンサルタントマスターデータベースおよびプロジェクト毎の

コンサルタントデータベースの概念図である。マスターデータベースへのアクセスは、シス

テム管理者以外には、登録コンサルタントを雇用する立場である各中小企業支援プロジェク

ト責任者に限られ、それぞれに ID とパスワードが与えられる。 

 

(2) 登録更新制度 

コンサルタントのマスターデータベース登録を一定の期間（登録後２年ないし３年）ごと

に、評価結果を含む業務従事実績に基づいて更新する。業務従事実績とその評価結果は、経

済省の中小企業支援プログラム／プロジェクトにおけるものを対象とする。 

登録更新条件案を表 8-4 に示す。当該期間の実績をポイントとして積み上げ、当該期間で

の総ポイント数で更新を認める方法を提案する。 

 

経済省
中小企業

コンサルタント
マスター

データベース

ID &
PW プロジェクト-A

コンサルタント

データベース

ID &
PW

中小企業

コンサルタント
第1次選考

 経済省中小企業コンサルタント マスターデータベース

 ● 第１次選考プロセス合格者を登録
 

        登録データ
                コード番号                  名前                       連絡先
                シニア/ジュニア           登録日                    登録更新日
                専門セクター               専門分野
 
 ● 登録更新
        1) 一定期間（2年乃至3年）の経済省中小企業支援プロジェクトへの従事実績
        2) 更新研修プログラムへの参加

 中小企業支援プロジェクト-A  コンサルタントデータベース

 ● 登録
        1) 第２次選考合格者または研修修了者を登録

 ● 登録更新
        1) 一定期間の当該プロジェクト従事実績

支援プロジェクト
従事実績の入力

登録コンサルタントのデータ公開
ID、パスワード提供

 中小企業支援プロジェクト-X  コンサルタントデータベース

 ● 登録
プロジェクト-X
コンサルタント

データベース
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表 8-4 経済省中小企業コンサルタントマスターデータベース登録更新条件案 

更新条件項目 ウエイト 更新条件として考慮すべき事項 

企業診断・助言 1 企業診断と助言に従事した総日数 

プロジェクトで定める基準に基づく業務評価結果で調整する。

窓口業務 0.4 窓口業務に従事した総日数 

研修講師実績 0.8 講師を務めた研修の総日数 

 出所: 調査団作成 

 

なお更新に際しては 1 日ないし 2 日間の更新研修プログラムへの参加を義務付ける。研修

のテーマとしては新しい技術知識や業界を取り巻く最新状況、最新の中小企業支援政策・プ

ログラム情報などを取り上げるが、同時にコンサルタント相互の経験の共有を目的としたセ

ミナーなども効果的である。 

 

8.3.4 中小企業コンサルタント養成 

経済省の中小企業支援プロジェクトのコンサルタントに対してマスターデータベース登

録を義務付けるが、これは同時に登録コンサルタントに一定の仕事を確保することを意味す

る。コンサルタント志望者へのインセンティブとなり、結果としてコンサルタント養成にも

繋がることになる。 

加えて、提案している制度には中小企業コンサルタント養成のための次の仕組みが取り入

れられている。 

 

(1) 教材の公開 

中小企業コンサルタントに必要な知識を網羅した標準教材を用意し、希望者がいつでもダ

ウンロードし学習できるようホームページ上で公開する。教材の公開は経済省が考える中小

企業コンサルタントの要件を示すものでもあり、将来の登録申込希望者に対しても学習の指

針となる。対象を限定せず一般公開することでコンサルタント養成に資することになる。 

 

(2) 座学研修 

第１次選考プロセスで面接試験のあとに取り入れられている応募者のための座学研修で

ある。 

ジェネラリストとしての中小企業コンサルタントとして登録をするために、それぞれの応
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募者の専門分野以外の知識の補強に役立てること、さらに登録コンサルタントの知識とその

レベルの標準化を図ることがこの座学研修の目的である。 

 

(3) 中小企業ジュニアコンサルタント 

本制度では第１次選考応募者のうち、コンサルタントとしての経験はないものの、一定レ

ベル以上の知識と適性が認められるものをジュニアコンサルタントとしてマスターデータ

ベースに登録する。 

第１次選考の書類審査で「コンサルタントとしての経験」および「コンサルタントとして

の成功実績」の得点の合計が、58 点満点中 36 点以上の者をシニアコンサルタント登録候補

者、36 点未満の者をジュニアコンサルタント登録候補者とする。シニアコンサルタント登

録候補者のうち合格者はシニアコンサルタントとして、ジュニアコンサルタント登録候補者

のうち合格者はジュニアコンサルタントとしてマスターデータベースに登録される。 

 

ジュニアコンサルタント登録制度の目的は、登録したジュニアコンサルタントに、経済省

の予算で実施される様々な中小企業支援プロジェクトの場を活用して、不足しているコンサ

ルタントとしての業務経験を積む機会を与えることで、コンサルタントの養成を行うことで

ある。 

原則としてジュニアコンサルタントは常にシニアコンサルタントの監督のもとでその補

佐として業務に従事する。従事件数、監督者であるシニアコンサルタントや受益者である企

業からの評価などを加味したジュニアコンサルタントのシニアコンサルタント昇格基準を

設定する。 

 

(4) 外部機関によるコンサルタント養成プログラムの推進 

養成プログラムとしては下記の二つのプログラムが想定できる。 

 

a. パイロットプロジェクトでは 1 週間の座学研修の講師を科目ごとに民間コンサルタ

ントに委託する形で実施した。この座学研修を外部機関に一括して委託する。 

b. １次試験（択一式）準備のため、応募者は公開された教材を使い自習の後、筆記試

験を受けるのが原則である。制度の定着に合わせて、この自習に代わる座学形式の

研修の需要にこたえる養成プログラム。 
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外部機関による養成プログラムに筆記試験も組み合わせることで、第１次選考プロセスの

書類審査、１次筆記試験（択一式）、座学研修、２次筆記試験（記述式）までを一括して外

部機関が代行し、プログラム修了者に対して経済省は面接試験のみを課すことでマスターデ

ータベースに登録することも一つの可能性として考えられる。経済省は運営費の一部を補助

するなどの措置で、これらの外部機関による代行養成プログラムを積極的に支援する。 

 

8.3.5 制度運営 

本制度は経済省中小企業次官局直属のプログラムとして、単年度事業費予算ではなく、事

務費予算などと同じく経済省の標準予算をもって実施される。 

 

プログラムの運営は中長期の計画に基づき、業務の一部を外部に委託することはあっても、

専従の経済省の内部スタッフを中心とした運営委員会によって継続実施される。委員会の業

務は制度の広報・コンサルタント公募・登録という運営実務と、各評価ツールの開発・改訂・

選考審査などの業務に分かれる。前者は経済省の内部スタッフによることになるが、後者の

業務に対しては技術委員会の設立が必要となる。技術委員会は中小企業振興とコンサルティ

ングに必要な専門性を備え、さらに様々な支援プロジェクトに公正に配慮した経済省として

の権威あるものでなければならない。民間コンサルタント、大学、企業団体などからのメン

バーで構成する。パイロットプロジェクトでも考慮したように、技術委員会による評価は将

来の第三者認証に備えるための措置でもある。 

表 8-5 は想定される運営委員会の定常業務を整理したものである。 
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表 8-5 経済省中小企業コンサルタント登録・養成制度運営委員会の業務 

業 務 内 容 
公募・選考の年間

計画策定 
目標とする登録コンサルタント数と応募者数の推定に基づきコンサルタント公募・

選考の実施時期と場所の年間計画を策定する。 
実施場所としては経済省の地方事務所（Delegación）に加えて、長期的な契約に

よる企業団体や大学などの施設の利用も考えられる。 
予算確保 経済省中小企業次官局の標準予算として運営費を確保する。 
制度の広報 制度の広報を経済省や企業団体（CANACINTRA、CANACO、CNEC など）の

Web や刊行物に常時掲載する。 
コンサルタント公募 公募・選考の年間計画を広く公開し、応募を募る。選考用の書類送付も含めて、

応募業務は全てメールにて行う。 
技術委員会 技術委員会はコンサルタント第１次選考、更新を含むデータベース登録審査、ジ

ュニアコンサルタント昇格審査を実施するとともに、下記の業務を行う。 
• 応募者からのコメント、新しい支援プロジェクトからの要望などを考慮した選考

プロセスの改善 
• 書類選考基準（シニア、ジュニア）の見直し 
• 新情報の加筆など、必要に応じた教材改訂 
• 択一式、記述式試験問題作成と選択 
• 記述式試験採点基準の策定と採点 
• 面接試験要領の見直し 
• 面接官の任命 
• 座学研修方法の改善とインストラクターまたは実施委託機関の任命 
• 登録更新条件の策定と審査 
• 外部機関によるコンサルタント養成プログラムの審査と認定 

コンサルタント登録 第１次選考合格者（シニアおよびジュニア）をマスターデータベースに登録する。 
データベース管理 コンサルタントマスターベータベースの管理とともに、各支援プロジェクトが構成す

る個別のプロジェクトコンサルタントデータベースとの円滑なリンクを構成・維持す

る。 
登録更新 登録更新条件に則り登録の更新を行う。 
出所: 調査団作成 

 

8.4 経済省中小企業コンサルタント登録・養成制度構築へのアクションプラン 

本調査終了後２年間で、経済省が 8.3 章で提案した中小企業コンサルタント登録・養成制

度を構築し軌道に乗せることを想定し、それに向けての経済省中小企業次官局に対するアク

ションプランの提言である。 

 

(1) 本調査終了後１年目 

目標達成へのアプローチとして実績作りを優先させることとして、1年目ではまず本調査
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のカウンターパート（CP）である研修・コンサルティング部
31
が中心となり、パイロットプ

ロジェクトで試行した中小企業コンサルタント第 1 次選考スキームを全国レベルで実施す

る。１年目の｢JICA メソッドによる中小企業コンサルタント」プロジェクトに希望しながら

参加できなかった者、パイロットプロジェクトへ参加し引き続いて「JICA メソッド」によ

る企業改善の集合研修への参加を希望している者も多い。間を空けることなく継続実施をす

ることに大きな意味があり、研修・コンサルティング部による継続実施が現実的である。そ

の間、経済省内部の合意形成を図り、２年目からの経済省としての本格実施の準備を行う。 

 

アクションプラン 1-1  研修・コンサルティング部による中小企業コンサルタント第 1次選考スキ

ームの全国レベルでの実施とコンサルタントマスターデータベース構築 

  

実施部局･機関 経済省中小企業次官局 人材育成・技術革新局 研修・コンサルティング部 

活動 1. 研修・コンサルティング部は 2008 年から開始した｢JICA メソッドによる中小企業コンサルタント」プロ

ジェクトを FONDO PYME の予算で継続実施するが、「JICA メソッド
32

」による企業改善の集合研修

の前のプロジェクト前半部分を、経済省共通の中小企業コンサルタントマスターデータベース構築

のためのコンサルタント第１次選考として独立させる。 

「JICA メソッド」の集合研修は 8.2.1 で述べた第２次選考と位置付けられる。 

2. 第１次選考は、パイロットプロジェクトを基に 8.3.1 で述べたプロセスによる。 

3. 運営は｢JICA メソッドによる中小企業コンサルタント」プロジェクトと同じく仲介機関である

COPARMEX と、パイロットプロジェクトを調査団とともに運営したコンサルタント選考委員会が引き

続き担当する。 

4. COPARMEX とコンサルタント選考委員会は教材を初めとした評価ツール、審査基準などの見直し

と改善を行う。 

5. 中小企業コンサルタントマスターデータベースを構築し、第１次選考合格者をシニアとジュニアに

分けて登録する。  

6. 新たな登録コンサルタント（シニア、ジュニア）合計 500 名を目標とする。 

留意事項 1. １年目の｢JICA メソッドによる中小企業コンサルタント」プロジェクトの実績を踏まえ選考実施年間計

画を作成する。 

2. 選考応募者からは参加費を徴収することを原則とし、外部専門家への支払いを含む実費の半額を

めどとする。 

3. １年目の｢JICA メソッドによる中小企業コンサルタント」プロジェクトでの登録コンサルタントはマスタ

ーデータベースにも自動的に登録されることになる。 

4. パイロットプロジェクトでの合格者もマスターデータベースに登録する。 

5. 研修・コンサルティング部は引き続き登録コンサルタントの業務の場としての「JICA メソッドによる中

小企業経営コンサルティング」プログラムを実施する。「JICA メソッドによる中小企業経営コンサル

ティング」プログラムでは登録ジュニアコンサルタントの採用を積極的に進める。 

                                                        
31

 Dirección de Capacitación y Consultoría 
32

 第４章 4.2.4.参照 
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期 待 さ れ る 成

果 

1. 中小企業コンサルタント第１次選考プロセスが確定し、運営ノウハウと評価ツールが改善・蓄積され

る。 

2. 経済省中小企業コンサルタントマスターデータベースが構築され運営が開始される。 

3. 経済省中小企業コンサルタント登録制度が定着し始める。 

予算 1. 前提 

目標:  年間 500 人の中小企業コンサルタント登録 

合格率:  40% 

登録応募者数:  1,250 人 

１回の選考コース受け入れ数:  90 人 

選考コース年間実施回数:  14 回 

経済省担当業務: 1) 広報活動 

2) 書類審査 

3) 第 1 次筆記試験採点 

4) 応募者最終評価 

5) 選考コースロジスティックス 

6) コンサルタント登録およびデータベース管理 

2. 年間実施予算:     617,600 USD 

内訳 教科書改訂            400 USD x 18 人・日 =7,200 USD 

 選考コース実施費   39,600 USD x 14 回 =  554,400 USD 

 予備費（10%） 56,000 USD 

3. 選考コース実施費明細 

会場費 4,000 USD 

第 1 次筆記試験問題作成および選定 400 USD x 12 人・日 = 4,800 USD 

面接試験要領作成および第２次筆記試験問題作成  400 USD x  6 人・日 = 2,400 USD 

面接試験実施 400 USD x 18 人・日 = 7,200 USD 

面接試験評価 400 USD x  2 人・日 =   800 USD 

研修講師 400 USD x 26 人・日 =10,400 USD 

第２次筆記試験採点 400 USD x 4 人・日 = 1,600 USD 

旅費・日当・宿泊費 8,400 USD 

 計   39,600USD 

出所: 調査団作成 

 

 

アクションプラン 1-2  制度構築に向けての経済省各部局の合意形成と制度運営のための標

準予算の確保 
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実施部局・機関 経済省中小企業次官局 

経済省中小企業次官局 人材育成・技術革新局 研修・コンサルティング部 

活動 1. 中小企業次官局の他の部局の責任者を集め、新制度の目的、効用、運営の説明を行い、新

制度立ち上げに向けての合意を形成する。現在各プロジェクトで行われているコンサルタント

選考・登録は新制度においては第 2 次選考に位置づけられる。 

2. 現在各支援プロプロジェクトに従事するコンサルタントの第 1 次選考への参加を呼びかける。

3. 次年度からの制度の本格実施に備え、経済省中小企業次官局の標準予算を確保する。 

留意事項 1. 新制度立上げに伴う現役コンサルタントのマスターデータベース登録への優遇措置（ファスト

トラック登録）について考慮する。 

2. マスターデータベース登録コンサルタントデータを他の支援プロジェクトに開放し、利用を促

す。  

3. 同様に各企業団体のデータベース登録コンサルタントにも参加を呼びかけ、優遇措置につ

いての協議を行う。 

期待される成果 1. 2 年目からの経済省としての制度の本格実施の準備が整う。 
出所: 調査団作成 

 

アクションプラン 1-3  中小企業次官局内部スタッフから構成される運営委員会および技術委

員会の立ち上げ 

 

実施部局・機関 経済省中小企業次官局 

活動 1. 中小企業次官局は中小企業コンサルタント登録・養成制度運営委員会を組織する。スタッフ

２名ないし３名、さらにデータベース運営担当者１名より構成されるが、責任者は次官局の内

部スタッフとする。 

2. 運営委員会は研修・コンサルティング部より制度の運営業務、およびデータベースを引き継

ぐ。 

3. 運営委員会は各支援プロジェクト担当者と定期的な会合をもち、支援プロジェクトの現役コン

サルタントの新しい制度への登録について協議、決定する。 

4. 運営委員会は外部専門家による技術委員会を正式に発足させる。 

5. 技術員会は選考プロセス、業務従事実績に基づく登録更新制度、ジュニアコンサルタントの

業務従事条件とシニアへの昇格条件などの詳細の検討と協議を開始する。 

留意事項 1. 運営委員会、技術委員会ともに次官局直属の委員会とする。 

2. 専門性とともに、各部局の意向を公平に反映する構成とその運営が重要である。  

期待される成果 1. 経済省の各部局が合意した選考プロセスや制度の詳細が煮詰められ、２年目からの経済省と

しての制度の本格実施の準備が整う。 
出所: 調査団作成 
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(2) 本調査終了後２年目 

２年目では経済省の標準予算と中小企業次官局内部スタッフによる運営委員会が、中小企

業コンサルタント登録・養成制度を運営する。経済省としての制度の本格的な実施である。 

 

アクションプラン 2-1  経済省の標準予算と運営委員会による中小企業コンサルタント登録・

養成制度の本格的実施 
 

実施部局・機関 経済省中小企業次官局 

活動 1. 経済省としての中小企業コンサルタント登録・養成制度を本格的に開始・実施する。 

2. 政府、民間セクター、大学など関連機関への制度の広報活動を徹底する。 

3. 経済省による中小企業支援プロジェクトに従事するコンサルタントには中小企業コンサルタン

トマスターデータベースへの登録を義務付ける。 

留意事項 1. 制度の不備は運営を継続することで徐々に改善することができる。制度の被益側である企業

とコンサルタントなどの民間セクターからのフィードバックに留意しつつ、制度の継続を第一

義とする。 

期待される成果 1. 経済省の中小企業支援プロジェクトのコンサルタントの質が保障され、中小零細企業からの

支援プロジェクトとコンサルタントへの需要が拡大する。 

2. 選考プロセスが公開され中小企業コンサルタントに必要な能力要件が広く認知され、中小企

業コンサルタント国家資格制度確立への下地ができる。 

3. 中小企業コンサルタント志望者のモティベーションとともに、養成プログラムへの需要が高ま

る。 

4. 中小企業コンサルタントの質が向上し量が拡大する。 
出所: 調査団作成 

 

アクションプラン 2-2  外部機関による中小企業コンサルタント養成プログラム推進 
 

実施部局・機関 経済省中小企業次官局 

活動 1. 企業団体や大学などに対して、選考プロセスの詳細を開示し、養成プログラム開設を奨励する。  

2. 強い関心を示す機関をまず１つ選択し技術委員会とともにカリキュラムと評価方法を設定する。 

3. 当該養成プログラムを経済省として認定し、プログラム修了者に対してマスターデータベース登

録への優遇措置を与える。 

4. 技術委員会が養成プログラム認定の基準を作成し公表する。  

留意事項 1. 最初のプログラム認定を急ぐ必要がある。｢JICA メソッドによる中小企業コンサルタント」プロジェク

トのコンサルタント選考委員会の準メンバーの中に既に養成プログラム開設への関心を表明して

いる教育機関があり、最初の認定養成機関の候補となる。 

期待される成果 1. 外部の養成機関・養成プログラムを巻き込んだ制度運営の体制が築かれ、経済省の枠に限定さ

れない中小企業コンサルタント国家資格制度の確立に向けた一歩となる。 
出所: 調査団作成 

 

アクションプランは全て目標達成のために欠かせないステップであり、プラン間の優先順
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位は無い。図 8-4 は調査終了後の２年間のアクションプランのタイムテーブルである。 

研修・コンサルティング部は１年目の｢JICA メソッドによる中小企業コンサルタント」プ

ロジェクト終了後に、調査団とともに第７章で報告をしたパイロットプロジェクトを実施し

た。その経験を生かし引き続き２年目の｢JICA メソッドによる中小企業コンサルタント」プ

ロジェクト実施の準備に入っており、FONDO PYME の予算も確保している。 

 

２年目においてはその選考プロセスの前半が経済省中小企業コンサルタント登録制度の

第１次選考となり、後半の集合研修は経済省の FONDO PYME による中小企業支援プロジ

ェクトの１つである「JICA メソッドによる中小企業経営コンサルティング」プログラムに

従事するコンサルタントのための第２次選考という位置づけになる。 

 

図 8-4 アクションプランのタイムテーブル 

  出所: 調査団作成 

 

8.5 メヒコエンプレンデ 

第２章でメヒコエンプレンデ企業サポートセンターについて述べたが、本調査終了時点で

経済省では、研修・コンサルティング部の上部局である人材育成・技術革新局
33
が中心とな

り、メヒコエンプレンデ信託基金を創設しそのもとに経済省の企業支援プログラムを統合す

る計画が検討されている。 

 

8.4.1 及び 8.4.2 では本調査終了後、まず研修・コンサルティング部がパイロットプロジェ

クトのスキームを継続実施し、その過程で経済省内部の合意形成を図り、次に中小企業次官

                                                        
33

 Dirección General de Capacitación e Innovación Tecnológica 

アクションプラン 2-1

アクションプラン 2-2

調査終了後１年目 調査終了後２年目

アクションプラン 1-1

アクションプラン 1-2

アクションプラン 1-3

2010年予算の確保
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局がスキームの運営を担うというアクションプランを提言した。しかしメヒコエンプレンデ

プログラムが今後計画通り進むと仮定すれば、提案している中小企業コンサルタント選考ス

キームの実施とデータベース運営は将来メヒコエンプレンデプログラムの一部として実施

されることになる。 
 

図 8-2 で調査団の提案である経済省コンサルタント登録・養成制度を示した。図 8-5 はメ

ヒコエンプレンデプログラムが計画通り経済省の企業支援プログラムを統合すると想定し

た場合の、調査団提案制度の将来図である。マスターデータベースはメヒコエンプレンデ中

小企業コンサルタントデータベースとなり、メヒコエンプレンデ企業サポートセンターが中

小企業に対して紹介する様々な支援プロジェクトでは、データベース登録コンサルタントに

対してプロジェクトに必要な知識や手法の研修を行ったうえで業務に従事させる。 
 

なおデータベースに登録されたコンサルタントの外部機関による認証も、調査団のおよび

メヒコエンプレンデ側が共有している将来の課題である。この課題に対する調査団の提言は

第９章で述べるが、メヒコエンプレンデ側も幾つかの可能性を探っている状況である。 
 

図 8-5 メヒコエンプレンデによる経済省中小企業コンサルタントデータベース概念図 

 出所: 経済省研修・コンサルティング部による図を調査団修正 
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第第９９章章  中中小小企企業業ココンンササルルタタンントトのの国国家家資資格格制制度度をを確確立立すするるたためめのの実実施施計計画画  

9.1 中小企業コンサルティング市場全体の活性化に向けて 

調査団は、メキシコにおける中小企業コンサルタントの養成･登録の現状を鑑み、経済省

登録制度の一部を全国職務能力基準化・認証審議会
34
（CONOCER）による中小企業コンサ

ルタント職務能力認証に移管することを提案する。CONOCER の職務能力認証に無い有効

期限や資格更新は経済省の運用で補う（6.5 参照）。 

なぜならば、CONOCER が個人の職務能力を公的に認証するメキシコで唯一の機関であり、

既に職務能力を評価・認証する手法を確立し、かつ、評価の質を検証する仕組みを備えた第

三者認証体制を整えているからである。 

したがって本章のこれ以降では、経済省登録制度の一部を CONOCER による中小企業コ

ンサルタント職務能力認証に移管するための方策を提案する。 

 

9.2 中小企業コンサルタントの国家資格制度確立へのロードマップ 

第６章で提案したとおり、まず「JICA メソッドによる中小企業コンサルタント」プロジ

ェクトを下地として経済省の中小企業支援プログラム全てが共有する制度を構築し、次いで

職務能力認証国家制度とこれを統合することにより、段階的に中小企業コンサルタントの国

家資格制度を確立するシナリオを調査団は描いている。 

図 9-1 に２つの制度の統合を基幹部分について図解する。 

 

                                                        
34

 Consejo Nacional de Normalización y Certificación de Competencias Laborales 
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図 9-1 経済省登録制度と職務能力認証国家制度との統合（基幹部分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：調査団作成 

 

職務能力認証国家制度における既定の枠組みの下で認証された中小企業コンサルタント

は、その認証を強みとして民間で活躍することもできるし、経済省のプログラム／プロジェ

クトへの従事を希望する場合には経済省に申請し登録を受けることもできる。職務能力認証

には期限は無いが、経済省登録は一定期間（登録後２年ないし３年）ごとに更新が必要であ

る。 

コンサルタントの養成・選考・活用の担い手を図 9-2 に整理する。 
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図 9-2 中小企業コンサルタントの養成・選考・活用の担い手 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
注： ジュニアコンサルタントは原則として職務能力認証を取得することがシニア登録の要件となるが、需

給状況によっては第８章で提案した内部的な昇格制度を継続することも考えられる。 
出所：調査団作成 

 

9.2.1 経済省の制度と職務能力認証国家制度の統合へのロードマップ 

中小企業コンサルタントの国家資格制度を確立するという目標を具体的に定義すると、図

9-3 に示すような正のフィードバック・ループを作り上げることと言えよう。このような好

循環が生まれれば、中小企業コンサルタントの国家資格制度は自ら増幅し、広く普及・定着

していくことが期待できる。 
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経済省（運営委員会・技術委員会）

経済省中小企業コンサルタント登録制度

経済省（運営委員会・技術委員会）

認定 養成プログラム

大学等の教育研修機関
民間業界団体　等

経済省中小企業ジュニアコンサルタント登録制度

経済省（運営委員会・技術委員会）

国家資格制度の確立
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図 9-3 中小企業コンサルタント国家資格制度の自己増幅ループ 

  出所：調査団作成 

 

経済省の制度を職務能力認証国家制度と統合するのであるから、中小企業コンサルタント

認証を登録要件とすることにより経済省は好循環の最初のアクションを起こすことができ

る。 

経済省が自らの登録・養成制度を運用する過程で築いた全国各地の教育訓練機関・企業の

ネットワークを評価センターや認証・評価事業体
35
（ECE）へと転換することができよう。 

これらは国家資格制度確立の立役者として期待される経済省が備える強みである。強みを

活用し制度確立を成し遂げるための道筋を図 9-4 に提案する。 

 

                                                        
35

 Entidad de Certificación y Evaluación. CONOCERの一般規則改正により創設される予定の研修・評価・認証を

一括して担う機関（第５章5.2.7参照）。 

中小企業コンサルタントが認証を取
得する

中小企業支援に関わる機関が認
証を要件にする

認証コンサルタントが高いコンサル
ティング成果を上げる

基準化と認証のプロセスが有効かつ
適正に維持される ＋

＋

＋

＋

[1]

[2]

[3]

[2]'
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図 9-4 中小企業コンサルタント国家資格制度確立への道筋 

  出所：調査団作成 

 

図 9-4 に示すとおり、国家資格制度の確立に至るまでに大きく３つの山を越えなければな

らないと調査団は見込んでいる。各段階を成し遂げる所要期間は経済省中小企業コンサルタ

ント登録・養成制度の完成度に左右されるが、調査団は５年を目安として一応の完成を見る

ことを想定している。 

３つの段階ごとに課題と戦略を整理し、国家資格制度確立への道筋を辿るアクションに展

開したロードマップが図 9-5 である。 

 

第
３
段
階

第
２
段
階

第
１
段
階

中小企業コンサルタント国家資格
制度が確立する

中小企業コンサルタントNTCLが改
定される

経済省の中小企業コンサルタント
登録・養成制度が確立している

アクセスしやすい数と地理的分布の
評価センターが認定される 経済省・観光省が認証を要件にす

る

多くの中小企業コンサルタントが認
証を取得する

中小企業支援セクター委員会を発
足させ、活発に運営する

NTCLに準拠した養成コースが実施
される

中小企業コンサルタント認証を取得
するメリットが認知される

中小企業支援に関わる多くの機関
が認証を要件にする

多くの中小企業コンサルタントが認
証を取得したいと考える適正なコストで認証を取得できる体

制が整う

認証コンサルタントが高いコンサル
ティング成果を上げる

基準化と認証のプロセスが有効かつ
適正に維持される

経済省の制度の運営を通じて教育
訓練・評価機関を育成する

現 状

目 標
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(1) 第１段階（１年目）：NTCL の改定 

第１段階の課題は「中小企業支援分野で共通して活用され得る中小企業コンサルタント

NTCL を作成する」ことである。 

 

戦略 1-1 将来に渡り国家資格の運用を実質的に推進することができる編成で中小企業支

援セクター委員会を発足する。 

NTCL 改定に向けた体制づくりにおいては、中小企業コンサルタントの中核的な職務能力

の評価・養成を新しい NTCL のもとに収斂させることが全体の利益であるという認識を共

有する関係者が揃うことが望ましい。すなわち「中小企業支援セクター」として新たな委員

会を発足することが、目的を同じくする者が協働するための理に適った方法であろう。 

国家資格制度の実現性・将来性にとって最重要因子といってよく、委員会の構成は妥協す

べきでない。 

 

戦略 1-2 経済省の制度における蓄積を活用する。 

中核的能力と個別能力との組み合わせによる人材育成は経済省のみが経験している手法

である。経済省が NTCL 改定のリーダーシップを取り、中小企業支援セクター全体で共有

するに相応しい NTCL のレベルと範囲の設定や個別能力との切り分けに自らの中小企業コ

ンサルタント登録・養成制度における蓄積を活かすべきである。 

 

アクションプラン 3-1  中小企業コンサルタント NTCL の改定 

 

実施部局・機関 経済省中小企業次官局 中小企業コンサルタント登録・養成制度運営委員会 

（新たに発足させる）中小企業支援セクター委員会 

活動 1. 中小企業コンサルタント登録・養成制度運営委員会が、関係機関の協力を取り付け、中小

企業支援セクター委員会を発足させる。 

2. 中小企業支援セクター委員会が、NTCL 改定のための技術グループを任命する。 

3. 技術グループが中小企業支援セクターの職務機能マップおよび中小企業コンサルタント

NTCL、中小企業コンサルタント NTCL 評価ツールを立案する。 

4. 中小企業支援セクター委員会と CONOCER 技術委員会の承認により、中小企業コンサル

タント NTCL を制定（官報公示）する。  

留意事項 1. 中小企業支援セクター委員会の編成に際し、中小企業コンサルタントの中核的な職務

能力の評価・養成を新しい NTCL のもとに収斂させることがセクター全体の利益である点

について充分な共通理解を形成する。経済省中小企業次官局による関係機関の説得

が肝要である。 
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2. 経済省中小企業次官局は、中小企業支援セクター委員会が将来的に NTCL の運用管

理や認証コンサルタントによる業務成果のモニタリングを担うことを念頭に、委員構成の

バランスに配慮するとともに委員の主体的な参画が得られるよう働きかける。 

3. 経済省におけるプログラム／プロジェクト横断的な登録制度の運用経験を活かし、中小

企業コンサルタント NTCL が汎用的な中核的能力を過不足なく規定するようにする。 

期待される成果 1. 中小企業の専門家たるジェネラリストの中小企業コンサルタントの職務能力が NTCL に

定義される。これにより、中小企業支援プログラム／プロジェクトにおけるコンサルティン

グサービスの質の確保や中小企業コンサルタント人材の養成のために、参照可能な基

準が確立される。 

2. 中小企業支援セクターが創設されることにより、中小企業コンサルタント NTCL 以外にも

中小企業支援に関わる調整･連携を促進する基盤ができる。 
 出所: 調査団作成 

 

(2) 第２段階（２～４年目）：認証取得・活用を促す環境整備 

第２段階の課題は「認証を取得する側（コンサルタント）と活用する側（中小企業支援プ

ログラム）の双方に中小企業コンサルタント認証の有用性を納得させる」ことである。 

 

戦略 2-1 事業性を訴求できる全体構造を構築する。 

意識しなければならないのは、早い離陸――立ち上がりから短期間で収益軌道に乗ること

――である。経済省・観光省をはじめ複数の機関が足並みを揃えて期限を決め、中小企業コ

ンサルタント認証を要件とすることによって、早期にクリティカルマスを達成するのが得策

である。 

中小企業支援機関は認証を要件にするのと同時に中核的能力を自ら評価・養成することを

止めて合理化のメリットを追求すべきである。コンサルタントにとっては、認証が複数機関

に対して有効になれば経済的メリットが高まる。このようにして、関係者それぞれに実質的

な利益がもたらされる仕掛けをはっきりさせ、戦略的に訴求すべきである。 

 

戦略 2-2 世間一般の制度認知を高める広報を実施する。 

認証者数がクリティカルマスに達するまでの期間に集中的な広報を実施したい。 

経済省等が「養成研修を実施するので参加してください」「プログラムに参加するために

認証を取得してください」とコンサルタントを募るばかりでなく、認証に興味を持ったコン

サルタントが教材や研修機会を自発的に求める流れが生まれてくることが目標である。 
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アクションプラン 4-1  中小企業コンサルタント NTCL の評価・認証体制の整備 

 

実施部局・機関 経済省中小企業次官局 中小企業コンサルタント登録・養成制度運営委員会 

（新たに発足させる）中小企業支援セクター委員会 

CONOCER 

活動 1. 中小企業コンサルタント登録・養成制度運営委員会が経済省登録制度の中でネットワーク

構築した、コンサルタント養成・評価を実施する外部機関等が、中小企業コンサルタント

NTCL の認証機関あるいは評価センター、認証・評価事業体、教育訓練機関として認定

を受けるための体制を整える。 

2. CONOCER により中小企業コンサルタント NTCL の認証機関・評価センターあるいは認証・

評価事業体が認定・登録される。 

3. 中小企業支援セクター委員会が中小企業コンサルタント NTCL の教育訓練機関・養成カリ

キュラムを認定し、評価の一部免除を与える。 

留意事項 1. 職務能力認証国家制度は近々改定される予定である。新制度における認証・評価体制

の要件に合わせて、経済省登録制度のネットワーク構成員を活用する。 

2. 評価・認証体制に参加させるためには、充分な事業性の訴求が必要である。アクション

プラン 4-1 の実施計画を明確にしておく必要がある。 

期待される成果 1. 中小企業コンサルタントの候補者が、適正なコストで認証を取得できる環境が整う。 
 出所: 調査団作成 

 

アクションプラン 4-2  経済省中小企業次官局が管轄するプログラム／プロジェクトに

従事するコンサルタントに対する中小企業コンサルタント認証

の取得義務づけ 

 

実施部局・機関 経済省中小企業次官局 中小企業コンサルタント登録・養成制度運営委員会 

活動 1. 経済省中小企業コンサルタント登録制度と中小企業コンサルタント認証との連結に向け

て、運用規則を整備し、具体的な業務プロセスを決定する。 

2. 経済省登録制度における評価プロセスに代わって中小企業コンサルタント認証の取得を

義務付ける期限を決め事前の広報を徹底したうえで、移行する。 

留意事項 1. 他の中小企業支援機関への波及を促すため、アクションプラン 3-1 による中小企業

NTCL 改定後、いち早く実施することが肝要である。 

2. 広報はコンサルタント向けに限らず広く一般に向けて発信する手段をとり、中小企業コン

サルタント認証の知名度を上げる。これにより、他の機関が認証を要件にしたり、コンサ

ルタントが自発的に認証を取得したりする機運を盛り上げる。 

期待される成果 1. 経済省の中小企業支援プログラム／プロジェクトへの従事を希望するコンサルタントが、

中小企業コンサルタント認証を取得する流れができる。 

2. 経済省登録制度における評価プロセスの運用負荷が軽減される。 
 出所: 調査団作成 
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アクションプラン 4-3  中小企業支援プログラム／プロジェクトへの従事要件として中

小企業コンサルタント認証の普及促進 

 

実施部局・機関 経済省中小企業次官局 中小企業コンサルタント登録・養成制度運営委員会 

（新たに発足させる）中小企業支援セクター委員会 

中小企業支援プログラム／プロジェクトを展開する機関 

活動 1. 中小企業コンサルタント登録・養成制度運営委員会と中小企業支援セクター委員会が、経

済省における中小企業コンサルタント認証義務化の効果をアピールし、中小企業支援プ

ログラム／プロジェクトを展開する機関が中小企業コンサルタント認証を従事要件とするよ

う働きかける。 

2. 中小企業支援プログラム／プロジェクトを展開する機関が、中小企業コンサルタント認証の

取得を従事要件とする期限を決め事前の広報を徹底したうえで、適用する。 

留意事項 1. 中小企業コンサルタント NTCL の評価・認証事業を軌道に乗せるため、アクションプラン

3-1 による中小企業 NTCL 改定後、なるべく早く実施することが肝要である。 

2. 広報はコンサルタント向けに限らず広く一般に向けて発信する手段をとり、中小企業コン

サルタント認証の知名度を上げる。これにより、さらに認証を要件にする機関が増え、より

多くのコンサルタントが認証を取得するように機運を盛り上げる。 

期待される成果 1. 中小企業コンサルタント NTCL が、経済省に限定されない中小企業セクター全体の標準

資格として定着し始める。 

2. 各々の中小企業支援機関におけるコンサルタントの評価・選考の負荷が軽減される。 
 出所: 調査団作成 

 

(3) 第３段階（５年目以降）：制度の維持・強化 

第３段階の課題は「好循環のループをよどみなく回転させ続ける」ことである。 

 

戦略 3-1 コンサルティングの質を重視してセクター委員会が制度のモニタリングを行う。 

第２段階では数量面で拡大軌道に乗せることに注力した。ここまで来て制度の発展を脅か

すのは質の問題である。 

認証コンサルタントによる成果およびクライアント企業の評価を定期的に（２年に１度程

度）レビューし、万が一にも質が伴っていないと見受けられれば原因究明と是正措置を行う。

責任を持ってこうした継続管理を担うために委員会のメンバー構成が重要であることは、第

１段階で強調したとおりである。 

 

アクションプラン 5-1  中小企業コンサルタント NTCL の運用モニタリング体制の確立 
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実施部局・機関 （新たに発足させる）中小企業支援セクター委員会 

活動 1. 経済省をはじめ中小企業支援機関が行っているコンサルタントの業務評価をベースとし

て、認証コンサルタントが実施したコンサルティング業務の質を評価する手法を開発する。

2. 中小企業コンサルタント認証の実用化から２年を目途に 1.で開発した評価手法を試行し、

必要な改善を加えて評価手法を確立する。 

3. 以後 2 年ごとに評価を実施し、NTCL の改定や評価・認証体制の改善に反映する。 

留意事項 1. 中小企業支援セクター委員会が形骸化せずにモニタリングを継続していくためには、ア

クションプラン 3-1 で委員会を編成する際の委員構成およびコミットメントが重要である。

経済省中小企業次官局の強いリーダーシップが求められる。 

期待される成果 1. 中小企業コンサルタント NTCL が国家資格制度として定着する。 

2. 中小企業コンサルタントNTCLが、ビジネスコンサルティング分野におけるステータスある

資格として認知されるようになる。 
 出所: 調査団作成 

 

全てのアクションプランは目標達成のために欠かせないステップであり、プラン間に優先

順位は無い。図 9-6 にタイムテーブルを示す。 
 

図 9-6 経済省の制度と職務能力認証国家制度の統合へのアクションプランの 
タイムテーブル 

 

 

 

 

 

 

 

 
出所：調査団作成 

 

9.3 職務能力技術基準改定と評価ツール開発の方針 

本節では、職務能力要件を NTCL に反映するための技術的な側面について提案する。 

 

アクションプラン 4-3

アクションプラン 5-1

調査終了後3年目 調査終了後７年目以降

アクションプラン 3-1

アクションプラン 4-1

アクションプラン 4-2

調査終了後４～６年目
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9.3.1 NTCL の構成 

• 中小企業コンサルタント NTCL では、中小企業経営の総体を対象としてコンサルティ

ングサービスを行う職務能力を規定する。 

• 必要に応じて、特定の経営機能に関する専門コンサルタントの NTCL を制定する。 

 

改定 NTCL では、経営機能ごとにユニットを分けずに、企業経営の総体を対象範囲とし

てユニットを定義すべきであろう。さらに、必要に応じて経営機能ごとに専門コンサルタン

トの NTCL を別途作成することも考えられる。現行 NTCL から改定 NTCL への移行イメー

ジを図 9-7 に示す。 

 

図 9-7 中小企業コンサルタント NTCL の移行イメージ 
  

 出所：調査団作成 

 

以降は、対象を中小企業コンサルタント NTCL に絞って提案を詳細化していく。 

 

9.3.2 ユニットとエレメントの構成 

•  中小企業コンサルタントNTCLのユニットまたはエレメントに次の２つの要素を追加する。

(1) 政府・公的機関および民間の中小企業支援施策を活用する。 

現行中小企業コンサルタントNTCL 改定中小企業コンサルタントNTCL

（必要に応じて） 経営機能別 専門コンサルタントNTCL

開始

開始
（例）生産管理に関する

高度な診断･助言
終了

終了

開始
（例）人的資源に関する

高度な診断･助言
終了

開始
企業経営全般に関する

診断･助言

財務に関する
診断・助言

終了

戦略的経営に関する
診断・助言

人的資源に関する
診断・助言

マーケティングと販売
に関する診断・助言

オペレーションに関する
診断・助言
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(2) 中小企業経営に関連する領域の専門家と連携する。 

 

大企業に比べ不利な競争条件の下にある中小企業にとって、政府・公的機関および民間の

支援施策は、悪循環を脱するための足がかりとなることが期待される。また、中小企業コン

サルタントの専門性は中小企業経営への全体論的なアプローチにあり、特定分野の高度な課

題への対応力は必ずしも持ち得ないことから、クライアント企業の課題解決に適切な専門家

を引き込むことは三方に好ましい態勢と言えよう。 

 

9.3.3 評価基準 

• 中小企業コンサルタント NTCL の評価基準には、中小企業の特殊事情を反映して、中小企

業を対象とするがゆえに特別に求められる能力要件を盛り込む。 

• 製造業、商業、サービス業の各セクターにおける個別事情がコンサルティングへ顕著に影響

するエレメントにクラス
36
を設定する。 

• パフォーマンスの観察による評価を充実させる。 

• 態度の評価基準を重視する方針を継続する。 

 

経営改善活動への資源的制約――知識や能力がある人材の不足、資金の不足、マネジメン

ト能力の不足――を前提に中小企業の体力に見合う実現可能な改善計画を提案するには、大

企業へのコンサルティングとは異なる思考様式が必要とされる。計画立案に際して外部資源

の活用により制約を緩和する可能性を探ることも、対象が中小企業であるがゆえに必須の要

素である。 

 

調査団が提案する「どのセクターのどのような業種・業態の中小企業に対しても、全ての

経営機能について少なくとも経営上の問題を感知することができるレベル」を保証するため

には、製造業、商業、サービス業の各セクターについて、中小企業の一般的な経営動向、経

営診断における重要な着眼点および典型的な経営課題に関してひと通りの理解があること

を確かめるべきであろう。 

 

                                                        
36

 状況により異なる対応が求められる職務をより厳密に規定するためには、エレメントに対してクラスと呼ばれる変

数を設定することができる。(第５章5.2.3参照) 
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診断報告書を論理的に構成する能力は、中小企業経営者に対し明快で説得力ある診断報告

を口頭で行えることに直結しない。中小企業コンサルタントは、信頼性の高い文書化情報に

乏しく、フォーマルな書面に基づく経営管理が確立していないことが多い中小企業を相手に

するのであるから、その職務能力の評価においては実際の場面で効果的な言動ができること

こそ重視されるべきである。 

 

中小企業コンサルタントは、クライアント企業へ１人で赴いてコンサルティングサービス

を提供するのが普通である。上位者の監督がなくとも、指導者としての責任を持って常に質

の高いサービスを提供するためには、高い志で自らを律する基本姿勢が備わっていなければ

ならない。 

 

9.3.4 評価ツール 

• 知識を問う試験問題を一定期間ごとに差し替える。 

• 管理委員会37が適格と認めた養成カリキュラムを修了した場合、申請により評価の一部

に代えることができるものとする。 

 

中小企業コンサルタントに求められる職務能力を明らかにした NTCL が発行されれば、

養成カリキュラムは NTCL の基準を満たすことを目的に編成されるはずである。すると、

養成カリキュラムを一定以上の成績で修了することと、認証取得に際しカリキュラムに反映

された職務能力要件について評価を受けることとは、本質的にほぼ同一の機能とみなすこと

ができる。重複は排除すべきであろう。 

すなわち、NTCL に則っていることが確認された養成カリキュラムに対し、そのカリキュ

ラムの修了により認証取得において評価の一部が免除される特権を付与するのである。 

 

9.4 新しい職務能力技術基準（案） 

調査団の案として、改定 NTCL の骨子を図 9-8 に提示する。 

また、提案事項がどのように改定 NTCL に織り込まれているのかを表 9-1 に示す。 

                                                        
37

 現行の Comité de Normalización de Competencia Laboral が Comité de Gestión por Competencias に改称さ

れる予定である。 
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中小企業コンサルタント認証は、中企業および小企業を対象としたコンサルティングに的

を絞って職務能力を定義することにより他の資格と差異化し、認証取得するコンサルタント

の側にも認証コンサルタントを用いる側にも明快な制度構築を図るのが得策である。 
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図 9-8 改定中小企業コンサルタント NTCL の骨子（案） 
 

 
   出所：調査団作成 

 

<ユニット> <エレメント> <評価基準のポイント> <重要度>

1. 1-1
D: パフォーマンス　　P: 成果品　　C: 知識　　A: 態度

D 情報収集能力（インタビュースキル、観察力） +++

C 中小企業経営全般に関する理論的知識 ++

A 受容力、誠実さ +++

1-2

P 原因分析の論理性、妥当性、特定分野の偏重がないこと +++

中小企業の経営課題に関する実践的知見 ++

原因分析手法 +

A 責任感 +++

2. 2-1

P 問題解決の実現可能性、外部資源調達の検討 +++

中小企業支援体制の理解 +++

C 中小企業経営に関連する専門性領域の基礎的な理解 +

問題解決手法 +

A 創造性 +

2-2

D プレゼンテーションの説得力（分かりやすさ、論理性） ++

A 親切心、リーダーシップ ++

3. 3-1

D ファシリテーションスキル ++

P 進捗状況や突発事象への適時適切な対応 ++

C チェンジマネジメント手法 +

A 協調性、リーダーシップ ++

3-2

P 期間に対して適正な成果、計画と実績の妥当性 +++

C プロセス管理手法 +

A 計画性、責任感 +++

4. 4-1

D 情報収集能力（インタビュースキル、観察力） +++

P 正負の影響に関する情報収集の網羅性 ++

A 誠実さ、公正さ ++

4-2

的確な因果関係分析による理性的な評価 +++

改善提言の論理性・実現可能性 +++

C プロジェクト評価手法 +

A 誠実さ、公正さ ++

コンサルティングサービ
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C
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計画を立案する

中小企業に経営改善
計画をプレゼンテー
ションする
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グサービスの成果に関
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計画の実施を支援す
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表 9-1 改定中小企業コンサルタント NTCL の骨子（案）への調査団提案事項の反映 

調査団の提案事項 NTCL の骨子（案）への反映 

1. 中小企業経営の総体を対象としてコンサ

ルティングサービスを行う職務能力を規定

する。 

 

現行 NTCL において経営機能別に編成されて

いるユニットを廃止する。 

エレメント 1-2「中小企業の経営における問題を

特定する」の評価基準に「特定分野の偏重がない

こと」を規定する。 

2. ユニットまたはエレメントに次の２つの要素

を追加する。 

エレメント 2-1「中小企業の経営改善計画を立

案する」の評価基準に「外部資源調達の検討」を

規定する。 

① 政府・公的機関および民間の中小企

業支援施策を活用する。 

① エレメント 2-1 の評価基準に「中小企業支援

体制の理解」を規定する。 

② 中小企業経営に関連する領域の専門

家と連携する。 

② エレメント 2-1 の評価基準に「中小企業経営

に関連する専門性領域の基礎的な理解」を

規定する。 

3. 評価基準には、中小企業の特殊事情を

反映して、中小企業を対象とするがゆえ

に特別に求められる能力要件を盛り込

む。 

エレメント 2-1「中小企業の経営改善計画を立

案する」の評価基準に「問題解決の実現可能性」

および「外部資源調達の検討」を規定する。 

4. 製造業、商業、サービス業の各セクター

における個別事情がコンサルティングへ

顕著に影響するエレメントにクラスを設定

する。 

エレメント 1-2「中小企業の経営における問題を

特定する」にセクターにより３つのクラスを設定し、

各々について成果品の質を評価する。 

5. パフォーマンスの観察による評価を充実

させる。 

全てのユニットにパフォーマンスの評価基準を

規定する。 

6. 態度の評価基準を重視する方針を継続

する。 

全てのエレメントに態度の評価基準を規定す

る。 

 出所：調査団作成 
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現行 NTCL からの主な変更点は以下のとおりである。 

 

(1) 職務機能に即してユニットおよびエレメントを編成 

現行 NTCL は、職務機能というよりもプロセスによりユニットおよびエレメントを編成

しているように見受けられる。コンサルティングサービスの開始や終了についてクライアン

ト企業と合意するという取引管理上の段取りは、プロセスとしてはサービス提供の始めと終

わりという別のステップであるが、機能としてはエレメント 3-2「コンサルティングサービ

スの提供プロセスを管理する」というひとつに包含される。 

また、完了したコンサルティングサービスの評価には特定の能力が求められる。サービス

終了手続きの一部としてではなく、独立したひとつの機能として捉えるべきである。 

 

(2) セクターによりクラスを設定 

コンサルティングにおいてセクターによる経営特性の違いが大きく影響するのは、エレメ

ント 1-2「中小企業の経営における問題を特定する」段階であろう。そこで、エレメント 1-2

には製造業、商業、サービス業の３つのクラスを設定し、それぞれの特性に応じて成果品（診

断報告書）に示された原因分析が充分な品質に達しているかどうか評価することを提案する。 

 

(3) 全てのユニットにパフォーマンスの評価基準を設定 

それぞれのユニットが規定する職務機能は、いずれもパフォーマンスの観察によらなけれ

ば評価し得ない対人コミュニケーションスキルを動員するものである。具体的には、インタ

ビュースキル、プレゼンテーションスキル、ファシリテーションスキルである。 

 

(4) 中小企業の資源的制約への配慮を評価基準に反映 

提案に実現可能性があるかどうか、外部資源調達について充分に検討されているかどうか

を評価の視点に加えることにより、中小企業の特殊事情に適応したサービスを提供する力を

評価する。 
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